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第１章 電気通信事業分野における競争状況等の調査及び評価について 

１．背景 

総務省は、これまで、学識経験者等で構成する電気通信市場検証会議からの

客観的かつ専門的な見地による助言を得つつ、電気通信事業分野の市場検証を

継続的に実施してきた。 

「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申」（令和７年２月３日

情報通信審議会答申。以下「最終答申」という。）では、透明性や実効性が確保さ

れた形で、時代に即した規制の見直しを図る体制を構築する観点から、こうした検

証を通じた規制の PDCA サイクルについて、法的に位置付けることが適当とされた。 

これを受けた電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号）の一部改正 1において、

電気通信事業者間の適正な競争関係の確保に関する評価等が規定され（同法第

167 条の３）、毎年、競争状況や規制の遵守状況について、総務大臣が調査及び

評価を行い、その結果を公表する制度が導入された。総務大臣による調査及び評

価に当たっては、情報通信行政・郵政行政審議会の電気通信事業部会の下に設

置された市場検証委員会（主査：大橋弘東京大学副学長・東京大学大学院経済

学研究科教授）において、客観的かつ専門的な見地からの助言を得ながら行うこと

としている。 

 

２．目的 

電気通信事業分野は、技術革新が著しく市場環境の変化も激しいことから、公

正競争を確保するためには、透明性をもって規制の遵守状況や競争環境を検証

し、必要に応じて、規制の内容はもとより、事前規制・事後規制といった手法を含む

規制の在り方について不断に見直していくことが不可欠である。 

このため、電気通信技術の発達及び電気通信役務に関する需給の動向その他

の事情を勘案しつつ、「電気通信事業者間の競争の状況の調査」及び「電気通信

事業法又は日本電信電話株式会社等に関する法律に基づき講じられる措置その

他の電気通信事業の公正な競争の促進のために講じられる措置の実施状況の調

査」を行い、それらの結果に基づき、「電気通信事業者間の適正な競争関係の確

保に関する評価」を行う。 

評価の結果は、電気通信事業法又は日本電信電話株式会社等に関する法律

（昭和59年法律第85号。以下「NTT法」という。）に基づく命令の制定又は改廃その

他のこれらの法律の適正な運用に活用する。また、評価の結果を踏まえ、必要に

応じ、規制の在り方の見直しを実施する。 

 

 
1 電気通信事業法及び日本電信電話株式会社等に関する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第 46 号。） 
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３．調査及び評価の手法 

電気通信事業法第167条の３第２項において、総務大臣は調査及び評価の実

施に関する方針を定めると規定されていることを受け、「電気通信事業分野におけ

る競争状況等の調査及び評価の実施に関する方針」（令和７年９月４日策定。以下

「評価方針」という。参考資料参照。）を定めた。 

調査及び評価の実施に当たっては、評価方針に基づき、以下を検証対象市場

として、同方針に定めた項目について調査及び評価を実施した。市場画定の詳細

や、調査方法（アンケートの概要等）は、参考資料参照。 

 

 【図表Ⅰ】 検証対象市場 
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【ブロック別】                【東西別】 
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第２章 電気通信事業者間の競争の状況 

第１節 検証対象市場に係る競争状況 

１．調査の概要 

電気通信事業の公正な競争の促進のために必要な政策対応の在り方を検討す

るに当たり、検証対象となる市場を画定した上で、競争状況等に関する指標を定

点的に観測し、各検証対象市場における競争状況等の動向を継続的に分析した。 

令和７年度は「電気通信事業分野における競争状況等の調査及び評価の実施

に関する方針」に基づいて、市場環境の変化等を踏まえた制度・施策等の見直し

を視野に入れた評価につながると考えられる検証対象市場について競争状況等

の分析を行い、その他の検証対象市場については、定点的に観測する競争状況

等に関する指標の把握を行った（参考資料参照）。 

 

２．移動系通信市場 

（１） 調査の結果 

（移動系通信（小売市場）） 

移動系通信の小売市場の市場規模は拡大傾向にあり、特に５世代携帯電話

の契約数が増加を続けている。 

各社のシェアは、MNOとMVNOに大別することができる。このうちMNOのシェ

アは、楽天モバイルのシェアが増加している一方で、その他のMNO３社のシェア

は減少傾向にある。また、MVNOのシェアは、増加傾向にある。 

なお、小売市場の中長期的な競争状況を見ると、2001年度のMNOのシェア

は、NTTドコモのシェアが相対的に高く（59.1％）、次いでKDDI（約17.6％）、J-

phone（現ソフトバンク、17.6％）、Tu-Ka（現KDDI、5.6％）の状況だったところ、

近年は、楽天モバイルが新たに参入しMNO３社のシェアの差は小さくなり、

MVNO2が18.5％のシェアを獲得している。 

また、第二種指定設備を設置するMNOの収益ベースのシェアを見ると、首位

であるNTTドコモのシェアが減少傾向であり、2024年度末に初めて40％を下回り、

次点を争うKDDI及びソフトバンクのシェアは横ばいである。 

通信モジュールのみの部分市場を見ると、その契約数は増加傾向にある。 

また、MNOのシェアは75％を超えている状況が継続しているものの減少傾向

にあり、MVNOのシェアは増加傾向にある。 

 

 

 

 

 
2 MVNO のシェアの集計は 2009 年より開始している。 
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【図表Ⅱ－１】 移動系通信の契約数の推移 

 
注：MNO からの報告を基に作成。 

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 
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【図表Ⅱ－２】 3G・LTE・5G・PHS・BWA の各契約数の推移（単純合算） 

 
注１：LTE の契約数には、3G 及び LTE のどちらも利用可能である携帯電話の契約数が含まれる。 
注２：5G の契約数には、LTE 及び 5G のどちらも利用可能である携帯電話の契約数が含まれる。 

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 
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【図表Ⅱ－３】 移動系通信市場の事業者別シェア及び市場集中度の推移 

 
注１：MVNO のシェアを提供元の MNO グループごとに合算し、当該 MNO グループ名の後に「(MVNO)」と付記して示している。 
注２：HHI は MVNO のシェアを全て合算して算出している。 

注３：楽天モバイルが提供する MVNO サービスは、「NTT ドコモ(MVNO)」及び「KDDI グループ(MVNO)」に含まれる。 

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 
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【図表Ⅱ－４】 移動系通信市場の事業者別契約数シェアの中長期的推移 

 
注１：グループ合算は一部遡及して記載（Tu-Ka は KDDI に、イー・モバイルはソフトバンクに合算）。 
注２：2001 年度～10 年度までは電気通信事業者協会資料の携帯電話の契約数から記載。 

注３：2010 年度以前は PHS を含まない。 

出所：市場検証委員会（第９回）配付資料「令和７年度市場検証の方向性について」を基に総務省作成 

 

【図表Ⅱ－５】 MNO の収益シェアの推移 

 
出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 
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【図表Ⅱ－６】 通信モジュールの契約数の推移 

 

注：MNO 及び提供している契約数が３万以上の MVNO からの報告を基に作成。 

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 
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【図表Ⅱ－７】 通信モジュール市場の事業者別シェア及び市場集中度の推移 

 
注１：「KDDIグループ」には、KDDI及び沖縄セルラーを含む。 
注２：MVNOのシェアを提供元のMNOごとに合算し、当該MNO名の後に「(MVNO)」と付記して示している。 

注３：各社のMVNO契約数については、提供している契約数が３万以上のMVNOからの報告を元に作成しているため、MVNO契約
数が実際よりも過少となっている可能性がある。 

注４：実質的にはIoT向けと考えられるものの、MVNOから「通信モジュール」ではなく「SIMカード型」として契約数の報告がなされて

いる場合も存在する可能性があるため、MVNO契約数が実際よりも過少となっている可能性がある。 
注５：通信モジュールを提供するMVNOの中には、MNOと同様の形態でサービスを提供していないものも含まれている可能性があ

る。 

注６：本グラフでは、携帯電話回線を用いた通信モジュール契約数からシェアを算出している。 

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 

 

（移動系通信（卸売市場）） 

移動系通信サービスの卸売市場の市場規模も小売市場と同様に拡大傾向に

ある3。MNOからMVNOへの回線提供に関しては、計18.5％となっており、５年間

で５ポイント以上シェアを伸ばしている。MNO別の内訳をみると、NTTドコモ

6.5％、KDDI5.1％、ソフトバンク5.9％、楽天モバイル0.9％となっており4、小売り

シェア３位のソフトバンクが、一次卸ではシェア２位となっている。 

通信モジュールのみの部分市場を見ると、MNO別内訳では、NTTドコモ

11.3％、KDDI41.6％、ソフトバンク37.7％であり、移動通信サービス全体とは異

なる競争状況であるといえる。 

 

 
3 卸売市場の対象としては、MNO が MVNO 卸提供するものと、一次 MVNO 等が二次 MVNO 等に再卸するものが

存在する。 
4 これら MNO 別の卸契約の割合の詳細は、小売市場における分析参照。 
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【図表Ⅱ－８】 卸契約数の推移 

 
注：MNO 及び提供している契約数が３万以上の MVNO からの報告を基に作成。 

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 

 

【図表Ⅱ－９】 MNO の全契約数に占める MNO の卸契約数の割合の推移 

 

注：MNO からの報告を基に作成。 

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 
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【図表Ⅱ－10】 最終利用者に提供する MVNO の卸元事業者別シェア及び市場集中

度の推移 

 
注１：「KDDIグループ」には、KDDI、沖縄セルラー及びUQコミュニケーションズを含む。 
注２：提供している契約数が３万以上のMVNOからの報告を元に作成。 

注３：MNOのグループ内取引による契約数の重複を排除している。以下、第２章第２節において同じ。 

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 

 

【図表Ⅱ－11】 MNO の全契約数に占める MNO の卸契約数の割合の推移（通信モジ

ュール） 

 

 
注：MNO 及び提供している契約数が３万以上の MVNO からの報告を基に作成。 

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 
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【図表Ⅱ－12】 最終利用者に提供する MVNO の卸元事業者別シェア及び市場集中

度の推移（通信モジュール） 

 
注１：「KDDIグループ」には、KDDI及びUQコミュニケーションズを含む。 
注２：提供している契約数が３万以上のMVNOからの報告を元に作成。 

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 

 

 

（２） 電気通信事業者間の適正な競争関係の確保に関する評価 
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当たっての基本的考え方」（令和８年５月27日最終改定）によれば、一定期

間継続して25％を超え40％以下の市場シェアを有する電気通信事業者が

存在する場合において、当該電気通信事業者の市場シェアが１位であると

きは、当該市場シェアの水準及び諸要因を勘案した結果、特に市場支配力

が推定される場合に限り指定するとなっていること等を踏まえつつ、今後、

NTTドコモの収益シェアを含め、市場の状況を注視する。 
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３．固定系通信市場 

（１） 調査の結果 

（固定系データ通信（小売市場）） 

固定系データ通信のうち、主な競争市場であるFTTH市場（小売市場）は、設

備設置事業者別シェア（光ファイバを自己設置又はNTT東西のダークファイバ

等を調達した上で加入者端末等を自己設置する事業者）と、サービス提供主体

別シェア（最終利用者に提供する事業者であり、設備設置事業者のFTTHの卸

提供（NTT東西のサービス卸等）を受けて再販する事業者を含む。）に分けて確

認した。 

FTTH市場（小売市場）の設備設置事業者別シェア（全国）において、NTT東

西によるサービス卸の開始（2015年２月）以前の2014年12月時点のNTT東西の

シェアは70.6％5であったところ、サービス卸開始後は、集合住宅向けFTTHの競

争の進展等により、56.3％に低下している。 

FTTH市場（小売市場）のサービス提供主体別シェア（全国）において、サービ

ス卸開始後は、MNO等様々な事業者によるNTT東西のFTTHの再販が増加し、

2018年３月時点におけるNTTグループのシェアは48.8％6であったところ、2026

年３月時点で32.1％に低下している。その一方で、「その他」の事業者は、同じ８

年間で、10.8％シェアが増加している。 

FTTHの月額料金は、近年、おおむね5,000円／月（戸建向けの場合。ISP料

金を含む。）で推移している。 

なお、固定ブロードバンド全体の傾向（設備設置事業者別シェア）をみると、

FTTHに加えて、CATVインターネット（同軸・HFC、595万契約）及びワイヤレス

固定ブロードバンド（共用型、488万契約）が含まれるため、KDDI、ソフトバンク、

NTTドコモのシェアが増加し、NTT東西のシェアが低くなっている（44.6％、

FTTH市場では56.3％）。 

ISP市場の契約数7は、2021年度末をピークに一時期減少していたが、直近で

は緩やかな増加傾向であり、事業者別シェアは、KDDI系（30.2％）、NTT系

（19.7％）、ソフトバンク系（13.7％）の順となっており、ここ数年の各事業者のシェ

アの変動は小さい。 

 

 

 
5 総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表（平成 26 年度第３四半期（12 月

末））」（2015 年３月 31 日公表）参照。 
6 総務省「電気通信事業分野における市場検証（令和４年度） 年次レポート」（2023 年８月 31 日公表）参照。 
7 ISP 市場においては、契約数５万以上の ISP を集計対象としている。 
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【図表Ⅱ－13】 FTTH 市場（小売市場）の事業者別シェアの推移（設備設置事業者別）

（全国） 

 

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 
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【図表Ⅱ－14】 FTTH 市場（小売市場）の事業者別シェアの推移（サービス提供主体

別） 

 

注：卸電気通信役務の提供を受ける事業者については、再卸契約数も含めてカウント。 

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 
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【図表Ⅱ－15】 FTTH の月額料金の推移 

 
注１：【NTT 東日本】ISP 料金（OCN インターネット（2023 年 11 月 1 日以降）、ぷらら（2023 年 10 月 31 日以前））、屋内配線利用料、

回線終端装置利用料を含む。2012 年２月まではフレッツ・光ネクストファミリータイプの料金（2012 年３月から 2023 年９月までは

にねん割適用料金）。2025 年４月からフレッツ光ネクストファミリー・ギガラインタイプ。 

注２：【NTT 西日本】ISP 料金（OCN インターネット（2023 年 11 月 1 日以降）、ぷらら（2023 年 10 月 31 日以前））、屋内配線利用料、

回線終端装置利用料を含む。フレッツ・光ネクストファミリータイプの料金（2012 年 11 月まではもっと割引適用料金、2012 年 12

月から 2018 年 4 月までは Web 光もっと 2 割適用料金、2018 年 5 月から 2024 年 10 月までは光はじめ割適用料金、2024 年

11 月からはじめ割ネクスト適用料金）。 

注３：【KDDI】ISP 料金（au one net）、端末設備使用料、HGW レンタル料を含む。2015 年２月まではギガ得プラン、2015 年３月から

はずっとギガ得プランの料金。 

注４：【オプテージ】ISP 料金、回線終端装置使用料を含む。 eo 光ネット（ホームタイプ）。2019 年９月までは 100M コース（2005 年７

月 eo ホームファイバーから改称）の料金（即割適用料金）。2019 年 10 月からは１Ｇコースの料金（即割適用料金）。 

注５：【ソニーネットワークコミュニケーションズ】ISP 料金、端末設備使用料、モデム使用料を含む。NURO 光の料金（３年継続契約）。 

注６：au スマートバリューは、一定の条件を満たすスマートフォン等について、条件により、１台あたり最大月額 1,000 円引き。 

注７：【ＮＴＴドコモ】ドコモ光 １ギガ タイプ A 2 年定期契約あり（対応の ISP 料金を含む）の料金。 

注８：【ソフトバンク】ＩＳＰ料金を含む。月額料金は 2 年間の定期契約を条件とし、「おうち割光セット」の適用条件であるオプションメ

ニューの料金（500 円/月）は含まない。 

出所：各社ウェブサイトを基に総務省作成 
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【図表Ⅱ－16】 固定系ブロードバンド市場の事業者別シェアの推移（全国） 

 
注：括弧内は、卸電気通信役務の提供に係るシェア。 

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 

 

【図表Ⅱ－17】 固定系ブロードバンドの契約数の推移（全国） 

 
出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 
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【図表Ⅱ－18】 ISP（固定系）市場の契約数の推移 

 
注１：契約数が５万以上の ISP からの報告を基に作成。 
注２：主契約のみの契約数。 

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 
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【図表Ⅱ－19】 ISP（固定系）市場の契約数における事業者別シェアの推移 

 
注１：「NTT 系」には、NTT ドコモビジネス（旧 NTT コミュニケーションズ）、NTT ぷらら（2022 年度第１四半期まで）、NTT ドコモ等が

含まれる。 

注２：「KDDI 系」には、KDDI、CTC、J:COM グループ、ビッグローブ等が含まれる。 
注３：「ソフトバンク系」には、旧ソフトバンク BB、旧ワイモバイル等が含まれる。 
注４：「ベンダー系」には、ソニーネットワークコミュニケーションズ、ニフティ等が含まれる。 

注５：「電力系」には、オプテージ、STNet、QTnet 等が含まれる。 

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 

 

（固定系ブロードバンドサービス間の代替性） 

固定ブロードバンドサービス市場を巡る市場環境の変化を把握するに当たっ

て、ワイヤレス固定ブロードバンドサービスを含む、固定系ブロードバンドサービ

ス間の代替性についてアンケートを実施8したところ、アンケートで提示した一定

の条件の下では、FTTHを利用している個人においては、ワイヤレス固定ブロー

ドバンドアクセスサービス（共用型）は代替的であると認識していないが、ワイヤレ

ス固定ブロードバンドアクセスサービス（共用型）を利用している個人においては、

FTTHは代替的であると認識しているとの調査結果であった（調査の詳細等は参

考資料参照）。 

 

 

 
8 アンケートを通じて、ある事業者が、売上最大化を図る目的で、小幅ではあるが実質的であり、かつ一時的ではな

い価格引上げ（Small but Significant and Non-transitory Increase in Price、SSNIP）をした場合に、当該商品につい

て、需要者が当該商品の購入を他の商品・サービスに振り替える程度を分析した。 



 

24 

（固定系データ通信（卸売市場）） 

FTTHの卸9では、サービス卸の開始によりNTT東西が大きなシェア（77.2％）

を有している。その他、KDDIが一定のシェアを有している（8.9％）ほか、集合住

宅向けFTTHを提供するギガプライズ（4.7%）やアルテリア（4.5％）も卸売市場で

近年逓増し、一定のシェアを獲得している。 

また、FTTHの設備設置事業者は、他者の光ファイバを接続により調達して

FTTHを提供する場合があることから、光ファイバ回線の設備シェアを見ると、

NTT東西のシェアは、近年微減となっている。これは、CATV事業者のシェアの

増加10が影響していると考えられる。 

都道府県別の光ファイバ回線の設備シェアを見ると、西日本、特に近畿圏で

電力系事業者のシェアが高く、西日本の複数の地域でCATVのシェアが高い。 

 

【図表Ⅱ－20】 FTTH 市場（卸売市場）の事業者別シェアの推移（全国） 

 

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 

 

 

 

 

 
9 固定系データ通信（ブロードバンド）の卸売市場について、CATV やワイヤレス固定ブロードバンドは一般的に卸提

供を行っていないので、FTTH のみを対象としている。また、電力系の FTTH 事業者も一般的に卸提供を行ってい

ないため、卸売市場のシェアに登場していないものと考えられる。 
10 CATV 事業者は、近年、耐災害性強化等を目的として、同軸ケーブルの光ケーブル化を進めている。 
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【図表Ⅱ－21】 光ファイバ回線の設備シェアの推移（全国） 

【成案公表時に本文・図表を 2025 年度末時点に更新予定】 

 

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 

 

【図表Ⅱ－22】 光ファイバ回線の設備シェア（都道府県別） 

【成案公表時に本文・図表を 2025 年度末時点に更新予定】 

 

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 
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（固定系音声通信（小売市場）） 

固定電話11の契約数は減少しており、固定電話市場の市場規模は縮小傾向

にある。契約数減少の主な要因は、NTT東西加入電話の減少であり、0ABJ-IP

電話の契約数は、おおむね横ばいとなっている。なお、050-IP電話市場は、固

定電話市場の概ね６分の１程度、利用番号数は概ね横ばいとなっている。 

 

【図表Ⅱ－23】 固定電話の契約数の推移 

 
注：「0ABJ－IP電話」は、利用番号数をもって契約数とみなしている。なお、0ABJ－IP電話はNTT東西加入電話等との代替性が高

いため固定電話に加えている。 

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 

 

 

 
11 NTT 東西加入電話、0ABJ-IP 電話、直収電話等を含み、050-IP 電話は含まない。 
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（第4四半期）（第3四半期）（第2四半期）（第1四半期）（第4四半期）
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【図表Ⅱ－24】 IP 電話の利用番号数の推移 

 

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告 

 

（音声通話サービス間の代替性） 

携帯電話の音声通話において、LINEが普及していることを踏まえ、その代替

性についてアンケートを実施したところ、アンケートで提示した一定の条件の下

では、固定電話を利用している個人及び携帯電話の通話定額プランを利用して

いる個人においては、LINEは代替的であると認識していないとの調査結果であ

った（調査の詳細等は参考資料参照）。 

 

（２） 電気通信事業者間の適正な競争関係の確保に関する評価 

固定系データ通信では、市場規模を踏まえると、特にFTTH市場での競争状

況の評価が重要であるところ、NTT東西によるサービス卸の開始（2015年２月）

に伴い、MNO等様々な事業者によるNTT東西のFTTHの再販が増加し、NTTグ

ループ以外の様々な事業者のシェアの増加が見られるなど、特にサービス提供

主体ベースでの競争が進展していることや、設備設置事業者別のシェアにおい

ても、集合住宅向けFTTHの競争の進展等により、NTT東西以外の事業者のシ

ェアの増加がみられること等から、NTT東西が保有する光ファイバ等の設備には

引き続きボトルネック性があるものの、一定の競争関係は確保されているものと

認められる。 
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その一方で、FTTHの月額料金に変動があまり見られない状況にある中、当

該料金にも影響し得るNTT東西の加入光ファイバの接続料は令和８年度以降、

上昇見込みであることも踏まえ、今後も引き続き市場の状況を注視する。 
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４．法人向けサービス市場 

（１） 調査の結果 

法人向けサービスのうち、固定系通信（IP-VPN、広域イーサネット等）につい

ては、回線サービスのみの状況を見ると、広域イーサネットとIP-VPNが同程度の

市場規模（60～70万回線）で推移し、近年は、広域イーサネットの方が、伸びが

大きくなっている。市場シェアを見ると、IP-VPNでは、NTTドコモビジネスが

41.1％（NTT系事業者で56.1％）、次いでソフトバンクが29.9％となっており、広

域イーサネットでは、KDDIが34.5％、NTT東西が34.2％（NTT系事業者で

44.8％）となっている。なお、移動系通信については、一部の回線サービスにつ

いて調査しており、法人向け契約数（相対契約）、通信モジュールの契約数はと

もに増加傾向にある（移動系通信の市場シェアについては、「２．移動系通信市

場」参照）。 

また、電気通信事業者による法人向けサービスは、固定系・移動系の通信サ

ービス（広域イーサネット・VPN、法人向け携帯電話、通信モジュール等）の単体

での提供に加え、アプリやIoT、SI等をセットにしたソリューションでの提供が増加

している。 

法人顧客が利用するネットワーク及びその調達方法等について、法人利用者

に対してアンケート調査を行ったところ、ソリューションの一部としての調達が多

いことがうかがえる12。また、その調達に当たっては、国内の電気通信事業者だ

けでなく、国内SIerも調達先事業者候補等に選ばれるなど、レイヤーをまたいだ

競争が行われていることがうかがえる。加えて、調達に関して相談した企業から

実際の調達先が選ばれる割合が高い結果となっており、調達に関する相談相手

に選ばれることが重要であることがうかがえる。 

 

 

 
12 主要な法人向けサービス等を把握するに当たって、主要な電気通信事業者（NTT、KDDI、ソフトバンク、楽天モバ

イル）に対して非公開でのヒアリングを実施した。各社からは総じて、ネットワーク単体での提供からアプリや IoT、SI

等をセットにしたソリューションでの提供が進展し、ネットワークによる差別化が困難となり、ソリューションの組み合わ

せにおける差別化が重要となっているという、法人向けサービス市場における競争環境の変化について指摘がなさ

れた。 
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【図表Ⅱ－25】 WAN サービスのサービス別契約数等の推移 

 

出所： 総務省資料及び NTT 東西の公表資料等を基に総務省作成 

 

【図表Ⅱ－26】 IP-VPN の事業者別シェア及び市場集中度の推移 

 
出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－27】 広域イーサネットの事業者別シェア及び市場集中度の推移 

 

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅱ－28】 拠点間通信用途の利用ネットワーク回線別の調達パターン 

 

出所：2025 年度法人等利用者アンケート（市場検証委員会） 
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【図表Ⅱ－29】 インターネット用途の利用ネットワーク回線別の調達パターン 

 

出所：2025 年度法人等利用者アンケート（市場検証委員会） 

 

【図表Ⅱ－30】 調達先事業者候補種類（拠点間通信用途） 

 

出所：2025 年度法人等利用者アンケート（市場検証委員会） 
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【図表Ⅱ－31】 調達先事業者候補種類（インターネット利用用途） 

 

出所：2025 年度法人等利用者アンケート（市場検証委員会） 

 

【図表Ⅱ－32】 調達先事業者相談相手と実際の調達先（拠点間通信） 
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出所：2025 年度法人等利用者アンケート（市場検証委員会） 

 

【図表Ⅱ－33】 調達先事業者相談相手と実際の調達先（インターネット利用） 
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出所：2025 年度法人等利用者アンケート（市場検証委員会） 

 

（２） 電気通信事業者間の適正な競争関係の確保に関する評価 

法人向けサービス市場に関して、ネットワークサービスの提供に関しては、各

事業者は、必要に応じてNTT東西の設備等も調達した上で、自らの強みを活か

したサービスを提供していると考えられるが、近年はネットワーク単体の提供から、

アプリやIoT、SI等をセットにしたソリューションでの提供が増加しており、法人顧

客の選択にあたっては、コンサルや上位レイヤサービス等のソリューション部分

が重要視されているとの指摘がある点も踏まえると、ソリューションサービスがネッ

トワークサービスの競争関係に与える影響など、今後の調査及び評価方法等に

ついて引き続き検討し、同市場における競争状況の検証を深める。 
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第２節 電気通信事業者向けクラウドサービスの実態把握 

１．調査の概要 

仮想化技術等の発達により、仮想化した機能のクラウドへの移管や、クラウド事

業者によるネットワーク制御等の重要機能の提供が進展しつつあり、今後、通信ネ

ットワークを構成する設備や機能の変化とともに、これらを提供する事業者の影響

力の拡大など、ネットワークの仮想化・クラウド化により電気通信事業を取り巻く環

境が大きく変化していくことが想定される。 

このため、電気通信事業者向けのクラウドサービスの実態把握として、その料金

や提供条件、主要電気通信事業者による利用や依存の状況等の調査を行った。 

 

２．調査の結果 

日本のパブリッククラウドサービス市場（SaaS含む。）は生成AI活用やクラウドマイ

グレーション、クラウドネイティブ化などを背景に高い成長率のもと年々拡大してい

る。日本のパブリッククラウド（PaaS/IaaS）の利用率上位はAWS、Microsoft、Google

が占め、利用率が拡大している。 

また、クラウドサービスを提供する各社は、5Gがグローバルに展開された2020年

頃より、携帯事業者に向けて、事業者網内に設置するエッジサービスを始めとして

キャリアグレードの厳しい通信要件に耐え得る具体的なソリューションのラインアッ

プを拡充してきている。具体的には、5GのRAN（CU・DU）及びコアネットワークの通

信設備に対応するサービスを現在提供している。 

主要な電気通信事業者によるクラウドサービスの利用状況等を把握するに当た

って、主要な移動系通信事業者及び固定系通信事業者に対して、通信設備にお

ける仮想化・コンテナ化の現況と方針等及び通信設備におけるパブリッククラウド

サービスの利用状況と方針等について、アンケート・ヒアリングを実施したところ、国

内の主要な電気通信事業者においては、 

・  全般的に電気通信事業者は仮想化・コンテナ化は進めているものの、現時

点ではパブリッククラウドサービスは限定的な利用に留まること 

・  通信設備の仮想化・コンテナ化は、移動体通信事業者と固定通信事業者で

実施状況が異なり、移動体通信事業者の方が比較的いずれの設備13でも実施

しているケースが多いこと。移動体通信事業者では、コアネットワーク設備で実

施が進み、固定系通信事業者ではIMSでの実施が多く見られること 

一方で、 

・  通信設備の仮想化・コンテナ化の問題点は、移動体・固定系通信事業者双

方で「障害時の切り分けが難しくなる」が上位に挙げられ、移動体通信事業者

では「責任分界点が曖昧になる」も上位として挙げられたこと 

 
13 アクセスネットワーク、MEC、コアネットワーク、IMS をいう。 
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・  通信設備におけるパブリッククラウドサービスとして採用する事業者サービス

名としては、移動体・固定系ともに特定の一者が多く挙げられたこと 

・  パブリッククラウドサービス利用の懸念点は、移動体・固定系通信事業者とも

に「クラウド事業者側の大規模障害の影響を受ける」「クラウド事業者による急な

値上げや大幅な値上げの可能性がある」が共通して上位に挙げられたこと 

が確認された。 

 

【図表Ⅱ－34】 日本のパブリッククラウドサービス市場規模（売上高）の推移及び予測 

 

出所：IDC Japan, 2025年2月 「国内パブリッククラウドサービス市場予測、2025年～2029年」（JPJ52152425） 
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【図表Ⅱ－35】 日本の PaaS/IaaS 利用者の AWS、Azure、GCP 利用率 

 

出所：ＭＭ総研「国内クラウドサービス需要動向調査」（2022年6月時点） 

 

３．電気通信事業者向けクラウドサービスの実態に関する評価 

現時点においては、国内の主要な電気通信事業者によるパブリッククラウドサー

ビスの利用は限定的なものであるが、今後、仮想化・クラウド化は進展することが想

定されるため、電気通信事業者のクラウドサービスの利用状況等について、電気

通信市場の競争環境の観点から、引き続き実態を把握し、今後の調査及び評価

の方法について検討するとともに、IPネットワーク設備委員会等における仮想化・ク

ラウド化の進展に関する検討との連携を深める。 

 

第３節 研究開発への取組状況の把握 

１．調査の概要 

電気通信技術の発達が電気通信事業者間の競争に影響を及ぼし得ることを踏

まえ、主要な電気通信事業者における研究開発への取組状況の把握と日本電信

電話株式会社等に関する法律の一部を改正する法律（令和６年法律第 20 号）に

よる NTT の研究に係る責務撤廃後の NTT の基礎・基盤的研究の取組状況を含

む研究開発競争の状況の把握を行った。 
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２．調査の結果 

（１） 各社における研究開発の実施体制、概要 

主要な電気通信事業者（NTT、KDDI、ソフトバンク、楽天モバイル）における

研究開発の状況について、研究開発費の推移を把握するとともに、共同研究開

発の現状や異業種連携の現状など、研究開発に関する現状等について把握を

行ったところ、光インフラ技術や AI 関連技術等、幅広い分野で各社それぞれ取

組を継続していることが確認された。また、研究開発費については、各社とも増

加傾向であるが、中でも NTT グループが多くの費用を投じて研究開発に取り組

んでいた（各社の研究開発費及び取組状況は参考資料参照）。 

 

【図表Ⅱ－36】 主要な電気通信事業者における研究開発費の推移 

 

 

出所：各社の有価証券報告書の数値を基に総務省作成 

 

（２） NTTの研究に係る責務撤廃後のNTTの基礎・基盤的研究の取組状況 

令和６年改正 NTT 法による研究に係る責務の撤廃後の取組状況については、

前述（参考資料を含む。）のとおり、引き続き、国内外の様々なパートナーと機動

的な連携も図りつつ、研究開発に積極的に取り組んでいるものと考えられる。ま

た、NTT 持株によると、研究に関する普及責務の撤廃に伴い、技術開示にあた

って戦略的・選択的なパートナリングが実施できるようになったとのことであった。 
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なお、令和７年度に実施した事業者アンケートにおいては、NTT 法における

研究に係る責務の撤廃に伴う公正競争上の懸念等の事例は見受けられなかっ

た。 

 

３．研究開発への取組状況に関する評価 

主要な電気通信事業者は、自ら積極的に研究開発に取り組んでおり、また、

NTT 法における研究に係る責務の撤廃に伴う公正競争上の懸念等の事例も見受

けられなかったが、今後も、電気通信技術の発達が電気通信事業者間の競争に

影響を及ぼし得ることを踏まえ、研究開発への取組状況を把握する。 
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第３章 電気通信事業法又は日本電信電話株式会

社等に関する法律に基づき講じられる措置 

その他の電気通信事業の公正な競争の促進のた

めに講じられる措置の実施状況の調査 
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第３章 電気通信事業法又は日本電信電話株式会社等に関する法律に基づき講じら

れる措置その他の電気通信事業の公正な競争の促進のために講じられる措

置の実施状況の調査 

第１節 公正な競争の促進のために講じられる措置の実施状況の調査の概要 

電気通信事業の公正な競争の促進のため、電気通信事業法及び NTT 法をは

じめとして、関係する法令・ガイドライン等において、電気通信事業者の業務の適

正性等を確保するための様々な措置が講じられている。 

電気通信事業の公正な競争に支障を及ぼす問題を早期に発見し、問題が深

刻化する前に対処していくため、主要な電気通信事業者の経営・財務状況及び

業務運営・組織態勢について定点的に把握するとともに、関係する法令・ガイドラ

イン等の遵守状況を含め、電気通信事業の公正な競争の促進のために講じられ

る措置の実施状況を確認した。 

 

第２節 経営・財務状況及び業務運営・組織態勢の把握 

（１） 調査の概要 

主要な電気通信事業者（NTT／NTTドコモ、KDDI、ソフトバンク、楽天モバイ

ル）における経営・財務状況やリスクマネジメント等を含む業務運営・組織態勢

等について把握を行った。 

 

（２） 調査の結果 

主要な電気通信事業者の2025年度通期決算によると、売上高は法人事業や

金融事業の好調等により各社増収となっている。営業利益は、販促強化、端末

購入プログラムの影響やネットワーク強靭化に向けたコスト投下等が主な要因と

なり減益となったNTTドコモを除き、各社増益となっている。各社は総じて、今後

は通信事業の安定成長に加え、AI・データセンターなどに関連する事業分野の

成長加速を目指すとしている。 

また、設備投資の状況を把握するに当たって、主要な電気通信事業者に対し

て非公開でのヒアリングを実施した。各社は総じて、ネットワークの投資を一定規

模で実施しながら、AI・クラウド等の成長が期待される分野に対して、投資額を

拡大する傾向にある。 

 

（３） 経営・財務状況及び業務運営・組織態勢の評価 

今後も、電気通信事業における公正な競争を確保するため、電気通信事業

の経営や業務運営等に関する健全性が確保されているかといった観点から、引

き続き、経営・財務状況及び業務運営・組織態勢について把握する。 

 



 

43 

第３節 法令・ガイドライン等の遵守状況等の確認 

１．市場支配的な電気通信事業者に対する禁止行為規制に関する遵守状況等の確

認結果（固定系・移動系） 

（１） 確認内容 

電気通信事業法においては、第一種指定電気通信設備を設置する電気通

信事業者を、市場支配力を有する電気通信事業者（以下「市場支配的事業者」

という。）とした上で、他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすお

それのある当該電気通信事業者の行為を類型化し、あらかじめ禁止している。 

上記の市場支配的事業者による禁止行為規制の対象となる行為が行われる

場合には、公正競争の確保に支障が生じるおそれがあるため、市場支配的事

業者による特定の者に対する不当な優遇の有無等の禁止行為規制の遵守状況

等について確認を行った。 

 

（２） 検証結果 

第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者（NTT東西）に対する

禁止行為規制（電気通信事業法第30条、第31条）の遵守状況について、NTT東

西の契約の相手方及び競争事業者に対するアンケート調査を行ったが、特定

の者に対する不当な優遇等に該当する事実は認められなかった。 

また、第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者のうち、市場支

配的事業者として指定された者（NTTドコモ）に対する禁止行為規制（電気通信

事業法第30条）の遵守状況について、競争事業者に対するアンケート調査を行

ったが、特定の者に対する不当な優遇等に該当する事実は認められなかった。 

なお、競争事業者に対するアンケート調査では、法人営業（民間企業へのサ

ービス提供のほか、自治体等による入札を含む。）におけるNTTグループの一

体的な営業に対する懸念（NTTデータグループの完全子会社化に伴う将来的

な懸念を含む。）が示されたことから、令和８年度検証以降、法人向けネットワー

クやソリューションの提供などの法人市場の検証を深めていくこととする。 
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【図表Ⅲ－１】 禁止行為規制の確認項目・固定系 ※詳細は参考資料参照。 

令和７年度検証項目 確認結果 

局舎スペースの利用に関する検証  特定の者に対する不当な

優遇等に該当する事実は

認められなかった。 
NTT 東西における各種手続

※
についてのリードタイム検証 

※加入光ファイバ、サービス卸等 

グループ間取引を通じた禁止行為規制の潜脱に関する検証  

NTT 東西におけるネットワーク調達取引に関する検証  

接続関連情報の目的外利用・提供 

電気通信業務に関する不当な差別的取扱い 

 

【図表Ⅲ－２】 禁止行為規制の確認項目・移動系 ※詳細は参考資料参照。 

令和７年度検証項目 確認結果 

接続関連情報の目的外利用・提供 
特定の者に対する不当な

優遇等に該当する事実は

認められなかった。 電気通信業務に関する不当な差別的取扱い 

 

２．NTT 東西におけるサービス卸ガイドラインを踏まえた対応状況等の確認結果 

（１） 確認内容 

NTT東西の「NTT東西のFTTH アクセスサービス等の卸電気通信役務に係る

電気通信事業法の適用に関するガイドライン」（平成27年２月策定。以下「サー

ビス卸ガイドライン」という。）を踏まえた対応状況等について、別表３のとおり確

認を行った。 

 

（２） 検証結果 

NTT東西におけるサービス卸ガイドラインを踏まえた対応状況等について、

NTT東西からの報告内容の検証及びNTT東西以外の主要なFTTH事業者に対

するアンケート等を行ったが、NTT 東西以外の主要なFTTH事業者から該当す

る具体的な事例は指摘されていない。 
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【図表Ⅲ－３】 サービス卸ガイドラインを踏まえた対応の確認項目 

令和７年度検証項目 確認結果 

競争阻害的な料金の設定等 NTT 東西以外の主要な

FTTH 事業者から該当す

る具体的な事例は指摘さ

れていない。 

提供手続・期間に係る不当な差別的取扱い 

技術的条件に係る不当な差別的取扱い 

サービス仕様に係る不当な差別的取扱い 

競争阻害的な情報収集 

情報の目的外利用 

情報提供に係る不当な差別的取扱い 

卸先事業者の業務に関する不当な規律・干渉 

業務の受託に係る不当な差別的取扱い 

正当な理由がない役務提供拒否及び情報提示拒否 

 

３．未指定事業者によるグループ内事業者への優先的な取扱い等についての確認

結果 

（１） 確認内容 

電気通信事業法第30条第１項に基づく禁止行為規制の適用対象事業者とし

ての指定対象となり得るものの、当該指定を受けていない電気通信事業者（未

指定事業者）に対して、接続の業務に関して知り得た情報の目的外利用を防ぐ

ための対応等の概要について確認を行った。 

 

（２） 検証結果 

未指定事業者による接続の業務に関して知り得た情報の目的外利用を防ぐ

ための対応等について、未指定事業者を含む関係事業者等へのアンケート等

を通じて調査を行ったが、現時点において、未指定事業者に対し、禁止行為規

制に係る制度の見直しを要する具体的な課題は見受けられない。 

 

４．NTT グループに対する公正競争条件の遵守状況等の確認結果 

（１） 確認内容 

NTTの各種事業分離時や再編成時に設けられたNTTグループに対する累次

の公正競争条件のうち、引き続きNTTグループ各社において遵守されるべきも

のの遵守状況等について、別表４のとおり確認を行う。 

 

（２） 検証結果 

NTTグループに対する累次の公正競争条件がNTTグループ各社において遵

守されているか、NTTグループから報告された内容等を通じて確認を行った結

果、公正競争条件に違反するような行為は認められなかった。 
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【図表Ⅲ－４】 累次の公正競争条件の確認項目 ※詳細は参考資料参照。 

令和７年度検証項目 確認結果 

NTT 東西によるネットワークの公平な提供 公正競争条件に違反する

ような行為は認められなか

った。 
各種取引条件等の公平性の担保 

在籍出向及び役員兼任の禁止 

独立した営業部門の設置 

顧客情報その他の情報の公平な提供 

共同資材調達の扱い 

研究開発成果の公平な開示等 

 

５．令和８年度以降の確認項目について 

「禁止行為規制」の遵守状況の確認は、電気通信事業法で明示された項目のほ

か、株式公開買付けによるNTTドコモの完全子会社化に伴う競争事業者の懸念等

を踏まえ、令和３年10月の総務省要請に基づき確認を開始した項目も含まれてい

る。また、「累次の公正競争条件」は、令和７年改正電気通信事業法・NTT法の施

行（令和８年５月27日施行）に伴い廃止されているが、当該条件の遵守状況の検

証のうち必要なものは、令和８年度検証以降も、禁止行為規制等の遵守状況とし

て確認が必要であると考えられる。 

以上を踏まえ、令和８年度以降の検証項目は、以下のとおり整理する予定であ

るが、競争事業者から具体的な懸念が示された場合等においては、これらに限ら

ず検証を深めることとする。 

 

【図表Ⅲ－５】 令和８年度以降の確認項目 

令和７年度までの検証項目 令和８年度以降の検証方針 

禁
止
行
為
規
制
関
係 

接続関連情報の目的外利用・提供 検証を継続する 
電気通信業務に関する不当な差別的

取扱い 

他の電気通信事業者等の業務に対す

る不当な規律・干渉 

一種指定設備への接続に必要な設備

の設置・保守に関する不利な取扱い 

業務委託に関する不利な取扱い 

業務を委託する子会社に対する適切

な監督 

ド
コ
モ
完
全

子
会
社
化

を
踏
ま
え

 

局舎スペースの利用に関する検証 検証を継続する 14 

 NTT 東西における各種手続
※

につい

てのリードタイム検証 

 ※加入光ファイバ、サービス卸等 

 
14 禁止行為規制の遵守状況の確認と重複する内容があること、リードタイム検証については NTT グループ各社と他

事業者の比較を行うことが目的であること等を踏まえ、効率的な情報収集・検証を行うこととする。 
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NTT 東西の接続機能要望等に関する

検証 

グループ間取引を通じた禁止行為規

制の潜脱に関する検証  

NTT 東西におけるネットワーク調達取

引に関する検証  

旧 NTT コミュニケーションズのネットワークが

NTT ドコモに実質的に移管されていないこと

を踏まえ、具体的な懸念が示されない限りに

おいて、検証を省略する 

将来的なネットワークの統合等に伴う

課題に関する検証 
検証を継続する 

 
NTT 東西によるネットワークの公平な

提供 

接続ルール及び卸電気通信役務の提供に

関する規律が整備・運用されていることを踏

まえ、市場検証としての毎年の検証は省略

する 

 各種取引条件等の公平性の担保 

以下の点を踏まえ、活用業務の事後検証又

は禁止行為規制の遵守状況の確認として検

証を行う 

・活用業務の実施基準において、他社商品

の販売を行うとされていること 

・取引条件の同等性のうち重要なものとして

一般コロケーションが禁止行為規制に位置

付けられたこと 

・これまで検証しているコラボ光の提供条件

はサービス卸ガイドライン（後述）に規定さ

れ、検証していること 

累
次
の
公
正
競
争
条
件
関
係 

在籍出向及び役員兼任の禁止 

禁止行為規制に位置付けられたことを踏ま

え、当該規制の遵守状況の確認として検証

を行う 

独立した営業部門の設置 

以下の点を踏まえ、具体的な懸念が示され

ない限りにおいて、検証を省略する 

・本条件は、中継電話（マイライン）の営業を

想定したものであること 

・サービス卸の普及等に伴い、NTT ドコモビ

ジネス（旧NTTコミュニケーションズ）の販売

業務を NTT 東西が受託する事例は限定的

であると考えられるほか、禁止行為規制が

制定され検証していること 

顧客情報その他の情報の公平な提供 

以下の点を踏まえ、具体的な懸念が示され

ない限りにおいて、検証を省略する 

・本条件は、加入電話等の独占的業務にお

いて獲得した顧客情報を想定したものであ

ること 

・加入電話から代替サ―ビスへの移行にお

ける契約者情報の利用と公正競争の関係
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については、「固定電話サービス移行円滑

化委員会」において検証されていること 

共同資材調達の扱い 

ガイドライン（「NTT 株式会社等に係る公正

競争の確保のために講ずる措置に関する指

針」の「３共同資材調達の扱い」）の遵守状況

の確認として、検証を継続する 15 

研究開発成果の公平な開示等 

NTT 法の研究成果の普及に係る責務が廃

止されたことを踏まえ検証を終了する（研究

開発への取組状況の把握に関する検証は

継続する） 

 

６．NTT グループの組織再編に係る対応等 

（１） 確認内容 

令和７年５月、NTT持株は、株式公開買付けによる株式会社NTTデータグル

ープの完全子会社化を発表した（同年９月に完全子会社化を完了）。これを踏ま

え、市場検証委員会において、NTT及び競争事業者、事業者団体からヒアリン

グを行い、競争事業者等から示された公正競争に関する懸念の確認及び当該

懸念に対応した制度整備（令和７年電気通信事業法及びNTT法改正に伴う総

務省令による対応を含む。）を行う観点から、NTTデータグループの完全子会社

化に係る検証を行った。 

 

（２） 確認結果 

検証結果及び制度整備の概要は以下のとおりである。 

①  法人市場において、ネットワーク単体での提供からSI、ソリューションの

セット提供に移っている中、NTTデータは、通信ネットワーク市場と密接に

関係した市場であるSI、ソリューション市場で優位な地位にあること等から、

NTTデータをNTT東西が優遇した場合、当該市場におけるNTTデータの

影響力等を梃子に、NTT東西の優位性がさらに増強され、固定通信ネッ

トワーク市場における公正競争に影響を及ぼす蓋然性が高いと考えられ

る。この点、NTTデータをNTT東西の特定関係事業者に指定することとす

れば、役員兼任や在籍出向が禁止となり、非開示情報が流用される等の

リスクに対して、一定の構造的な担保になると考えられる。 

②  NTTドコモが自社サービスの卸提供等においてNTTデータを不当に優

遇した場合、SI、ソリューション市場におけるNTTデータの影響力等を梃

 
15 NTT グループの共同調達については、調達コストの低減等の効果を通じた利用者への利益の還元と電気通信事

業の公正な競争の確保のバランスを図る観点から、NTT 持株及び NTT 東西のそれぞれの総調達額の 50％未満と

することをガイドラインで定めているが、実態としては５％未満（年度単位）に留まっていることを踏まえ、効率的な情

報収集・検証（公表法を含む。）を行うこととする。 
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子に、NTTドコモの優位性がさらに増強され、移動通信ネットワーク市場

における公正競争への影響が生じると考えられる。また、NTTデータの

MVNO事業が他の子会社等に移管された場合等に禁止行為規制が適

用されなくなることへの懸念が示されたこと等を踏まえると、NTTドコモの

禁止行為の相手方について、「契約数等５万以上」の基準を原則としつ

つ、これを下回った場合には、直ちに解除するのではなく、移動通信ネッ

トワーク市場への影響力を実質的に評価し、公正競争への懸念がないと

認められた場合のみ、指定を解除する方向で検討すべきである。 

③  NTT東西から見て、NTTデータは、優先的な取扱いがされた場合に、

公正競争に及ぼす弊害が大きく、役員兼任や在籍出向を禁止する必要

のある相手方であり、NTTドコモから見て、NTTデータは、不当な優遇を

禁止する必要のある相手方であると考えられる中、仮に、NTT東西や

NTTドコモとNTTデータが合併等した場合には、同一法人として禁止行

為規制が適用されなくなるため、公正競争確保のための措置が確保でき

るかどうかを審査可能とする必要があるため、NTT東西・NTTドコモのグ

ループ内合併審査の対象に、NTTデータが含まれるようにすべきである。 

④  今般のNTTデータの完全子会社化に伴い、NTT東西の限りある局舎ス

ペースをNTTデータが優先的に利用・留保する懸念が示され、「一般コロ

ケーション」についても、利用の公平性を担保する必要性が改めて顕在

化したと考えられるため、NTT東西の禁止行為規制（特定の事業者との

有利な取引の禁止）の対象に、「一般コロケーション」を規定すべきである。 

⑤  現行の規律では直接適用できない競争上の懸念への対応については、

以下の点に留意しつつ、NTTデータグループの完全子会社化に伴う環

境変化について、今般の制度整備による効果の検証や、事業者アンケ

ート等による定性的な検証を行い、懸念が顕在化した際には、より詳細な

検証を行うべきである。 

・  ソリューション市場は、規制の根拠にできるような市場シェア等を収集

することは困難であり、必ずしも電気通信事業法の射程に入るものでは

ないこと。また、ソリューション市場において、NTTデータは相対的に優

位な地位にあるが、市場支配的な状況にあるとは言えないこと。 

・  法人向けネットワーク市場は、ネットワーク単体での提供からソリュー

ションとのセット提供が主流となりつつある中、競争事業者から公正競

争上の問題が既に生じているとの意見は示されなかったが、NTTデー

タグループの完全子会社化に伴い、将来的に様々な問題が生じるとの

懸念が示されたこと。 

⑥  上記①～⑤に掲げる検証結果等を踏まえ、総務省において、以下の制
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度整備を行った。また、NTTグループの法人営業の一体化等の課題の

有無については、法人市場の検証の中で、関係事業者の協力を得て検

証を深めていくほか、令和７年改正法等による規律の遵守状況の確認を

行っていくこととする。 

・  NTT東西の特定関係事業者にNTTデータを追加指定 

・  NTTドコモの禁止行為の相手方の指定に関する考え方をガイドライン

に追加 

・  NTT東西とNTTドコモに係るグループ内合併審査の対象に、NTTデ

ータ、NTTドコモビジネス（旧NTTコミュニケーションズ）等を規定 

・  NTT東西と特定関係事業者間における兼職禁止の範囲拡大（従業

者同士等）、一般コロケーションに係る取引での優遇を禁止 等 

 

７．市場支配的事業者に対する規律の遵守状況等に関する評価 

※１～６までの評価 

電気通信事業者間の適正な競争環境を確保するための規律である市場支配的

な事業者（NTT東西及びNTTドコモ）に対する禁止行為規制及びNTTグループに

対する公正競争条件等については、いずれも遵守されているものと認められる。ま

た、令和７年度に行われたNTTグループの組織再編（NTTデータグループの完全

子会社化）に関する評価は、上記（第５節(2)）の確認結果のとおりである。 

なお、令和８年度以降の評価については、以下の点も踏まえた規律の遵守状況

及び市場の動向等を注視する。 

・  令和７年改正法等による規律（NTTデータグループの完全子会社化の検証

結果を踏まえて整備した規律を含む。）の遵守状況の確認 

・  ５．において「累次の公正競争条件」廃止後に引き続き検証が必要と整理し

た禁止行為規制等の遵守状況の確認 

 

８．電柱利用の円滑化に関する取組状況 

（１） 電柱の保有状況及び貸与状況 

ケーブルテレビ事業者をはじめとする電気通信事業者は、サービス提供に必

要なケーブルを他者（電力事業者やNTT東西）の電柱に設置しており、電柱の

利用に際して懸念があれば解消していくことが、電気通信市場の競争促進のた

めに重要である。 

このため、電柱を保有する主要な電気通信事業者（25社）に対して、電柱の保

有状況、貸与状況、について確認した結果、以下のとおりであった。 
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【図表Ⅲ－６】 電柱の保有・貸与状況 ※詳細は参考資料参照。 
電柱保有者 保有本数 貸与本数 調査申請件数 提供可能率 

電気通信事業者 2,582 万本 1,901 万本 22 万件 98.68％ 

 NTT 東西 
※カッコ内はグループ

内 

1,180 万本 667 万本 

（45 万本） 

10 万件 

（0.03 万件） 

98.02％ 

（95.17％） 

 電力事業者 1,384 万本 1,267 万本 12 万件 99.27％ 

 その他 19 万本 0.4 万本 0.002 万件 87.50％ 

 

（２） NTT東西の対応等 

NTT東西の電柱に係るデータを確認すると、保有本数は電力事業者である電

気通信事業者と同等であるが、貸与本数は少なく、調査申請に対する提供可能

率も、電力事業者のそれに比べると低いことが伺える。電柱を提供不可とした理

由については、大半が電柱の強度不足とのことであった。 

なお、NTT東西がグループ内事業者に対する貸与本数や調査件数は相対的

に少なく、提供可能率においても、グループ内事業者の優遇が疑われるような

点は認められない。 

その他、NTT東西において、以下の対応を行っている点を確認した。 

・  電柱の貸与担当部門（設備部門）と他部門等との間において、貸与手続を

通じて知り得た他事業者の情報を遮断する措置を講じていること。 

・  貸与申込手続等に関する標準実施要領を公表していること。 

・  電柱の貸与実績（提供事業者数、提供本数）を公表していること。 

また、NTT東西は、（一社）日本ケーブルテレビ連盟からの要望を受け、同連

盟と協議を継続し、NTT柱の添架申請のリードタイムの短縮や強度不足等によ

る添架不可の低減に向けた運用の見直し等を実施しているところであった。 

 

（３） 電柱利用の円滑化に係る取組状況に関する評価 

電柱の自己利用と他社利用との間の同等性に関し、NTT東西は、ケーブルテ

レビ事業者からの要望を踏まえた運用の見直し等に取り組んでおり、電柱利用

の公平性確保に関する取組が進んでいると認められる。 

総務省においては、引き続き、NTT東西による電柱利用の円滑化に向けた取

組について、注視することとする。 

 

９．通信関係の業界団体の価格転嫁の取組状況 

（１） 調査の概要 

電気通信事業者におけるサプライヤーとの取引に関し、物価高騰情勢を踏ま

えた価格転嫁・取引適正化対策に関する取組状況等について確認した。 
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（２） 調査の結果 

通信関係の業界団体の取組については、会員の事業者への価格転嫁の取

組状況をフォローアップする観点から、アンケート調査を実施するなど、各団体

それぞれ価格転嫁に向けた取組を講じていた。 

通信関係の業界団体の会員の事業者については、取引先に、価格協議の実

施状況・価格転嫁の状況、満足度等について、アンケートやヒアリングを実施し、

その結果に基づき、改善活動を行うなど、会員それぞれが価格転嫁に向けた取

組を講じていた。 

 

 

（３） 通信関係の業界団体の価格転嫁の取組状況に関する評価 

通信関係の業界団体及び会員の価格転嫁の取組に進捗は見られたが、物

価高騰情勢が継続すると考えられ、通信関係の業界団体及びその会員の事業

者において、引き続き価格転嫁・取引適正化対策に関する取組を講じることが

重要となるため、総務省においてはその取組状況等について、引き続き注視す

ることとする。 

 

10．電気通信事業法第 27 条の３に基づき講じられる措置の実施状況 

（１） 検証の概要 

電気通信事業法第27条の３は、モバイル市場の競争促進と利用者が自らの

ニーズに合った通信サービスを選択できる環境の構築を目的として、主にMNO

やその販売代理店が携帯電話端末や通信サービスを販売する際の①割引等の

過度な利益提供や、②契約時の顧客の行き過ぎた囲い込み行為を規制してい

る。 

今期は、通信市場・端末市場の関係者へのヒアリングを踏まえ、①法第27条

の３の規制には競争制限的な側面もあることから、達成すべき目的に見合った

必要最小限なものとなるよう今後の規制の在り方を検討するにあたり、現在の市

場環境や規制の効果を検証するための指標を設定するとともに、②現在、通信

市場や端末市場において顕在化している課題について対応策を検討した。 

 

（２） 検証の結果・評価 

① 法第27条の３の規制の在り方（総論） 

過度な値引きや囲い込み行為が解消されたことから、法第27条の３の規制

により一定程度の効果があったと評価できる。他方、多くの関係者から、端末

代金の値引き等の誘引力に頼った競争慣行は未だに継続しており現行規制

を維持すべきとの意見があり、現時点で直ちに規制を撤廃することは避けるこ
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とが適当である。その上で、中長期的な規制の撤廃・緩和を進める観点から、

(a)市場における競争状況、(b)利用者が選択可能な通信サービス等の状況、

(c) 通信サービス等に対する利用者の理解、意識、(d) 「過度の」端末代金の

値引き等の誘引力に頼った競争慣行が市場や利用者に及ぼす影響、の４つ

の評価軸に基づき指標を設定した。今後、設定した指標に照らして規制の最

小化の可否を検討する。 

 

② 顕在化している課題への対応 

(a) 短期解約問題 

乗換えがしやすい環境を悪用して乗換え特典を目当てに短期間で乗換

えを繰り返す行為（ホッピング）が発生しており、MNO・MVNOにおける事業

運営上の損失等が問題点として挙がっている。短期解約の中には通信品質

への不満を理由とするケースもあり、ホッピング目的かどうかは特定困難であ

ることから、第一に、主に利益提供を行う主体であるMNOによる自主的な取

組の徹底を求めた上で、より競争制限的でない必要最小限の規制による見

直しをすることが適当である。具体的には、短期解約対処の有効性と過度な

囲い込み防止とのバランスを考慮し、最長12か月間、分割して乗換え特典

を付与できるよう現行ルールを見直すことが適当である。 

 

(b) 端末購入プログラムにおける残価率算出ルール 

法第27条の３の割引規制の潜脱防止の観点から、端末購入プログラムに

おける端末の買取価格が中古市場の一般的な価格を超えないよう、業界団

体が公表する中古市場の買取実績を参照して取扱機種の残価率を算出す

るルールを導入している。現行の算出ルールは、各社の裁量により共通項

が多い機種をグループ化した残価率の算出を許容していることから、本来の

市場価値が低い一部の機種の残価率が大きく引き上がっているケースがあ

り、規制の潜脱が発生しているため算出ルールを見直すべきとの指摘があ

った。残価率算出における各社の裁量を排除しつつ、本来の市場価値から

の乖離を抑制する方向で、詳細な見直し案を今後検討することが適当であ

る。 

 

(c) 法第27条の３における特定関係法人の規律 

MNOによる規制の潜脱防止を目的として、MNOの特定関係法人である

MVNOも法27条の３の規律対象となっている。独立系MVNOについては指

定対象基準の見直しにより、現時点で対象事業者が存在しないところ、

MVNO間の競争が公平ではない等を理由とし、特定関係法人の規律も見直
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すべきとの意見があった。2019年の規制導入当初からの事情の変化やシェ

アの推移等に照らせば、規制の潜脱防止を前提とした上で、MNOの特定関

係法人であることを理由として一律に法第27条の３の規律対象としている現

行ルールを見直すことが適当である。潜脱防止のため、法第27条の３運用

ガイドラインにおいて、規制の潜脱の考え方を明記し、潜脱が疑われる行為

が発生した場合に迅速に事後検証を行う仕組みを導入することが適当であ

る。 
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まとめ 

令和７年度においては、評価方針に基づき、「電気通信事業者間の競争の状況の調

査」及び「電気通信事業法又は日本電信電話株式会社等に関する法律に基づき講じら

れる措置その他の電気通信事業の公正な競争の促進のために講じられる措置の実施

状況の調査」を行い、それらの結果に基づき、「電気通信事業者間の適正な競争関係

の確保に関する評価」を実施した。 

令和８年度以降も現在の評価方針に基づき、引き続き、調査と評価を行うこととする

が、評価方針２（５）において、「毎年度の調査及び評価の結果や市場環境の変化等を

踏まえ、必要に応じ、本方針を見直す」とされているところ、令和７年度の調査及び評価

の結果を踏まえ、令和８年度以降において、 

・  令和７年改正法等による規律（NTT データグループの完全子会社化の検証結果を

踏まえて整備した規律を含む。）の遵守状況の確認を含めた調査及び評価 

・  研究開発投資と同様、設備投資による電気通信事業者間の競争に与える影響を

評価する等の観点から、設備投資の動向等の調査及び評価 

を実施するために、同方針を改定することを検討する。 
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参考１ 

情報通信行政・郵政行政審議会 電気通信事業部会市場検証委員会 委員名簿 

令和８年７月 31日現在 

（五十音・敬称略）

氏 名 主 要 現 職 

主査 大橋
お お は し

 弘
ひろし

 東京大学 副学長／東京大学大学院経済学研究科 教授 

委員 浅川
あさかわ

 秀之
ひでゆき

 
株式会社日本総合研究所リサーチ・コンサルティング部門 ユニ

ット長／プリンシパル 

〃 田平
た ひ ら

 恵
めぐみ

 東京都立大学法科大学院法学政治学研究科法曹養成専攻 教授 

〃 林
はやし

 秀
しゅう

弥
や

 名古屋大学大学院法学研究科 教授 

〃 矢入
や い り

 郁子
い く こ

 上智大学理工学部情報理工学科 教授 

専門委員 荒牧
あらまき

 知子
と も こ

 公認会計士 

〃 高口
こうぐち

 鉄
てっ

平
ぺい

 静岡大学学術院情報学領域 教授 

〃 佐藤
さ と う

 英司
え い じ

 福島大学経済経営学類 准教授 

〃 竹房
たけふさ

 あつ 子
こ
 国立情報学研究所 教授 

〃 中尾
な か お

 彰
あ き

宏
ひ ろ

 東京大学大学院工学系研究科 教授 

〃 西村
にしむら

 暢史
のぶふみ

 中央大学法学部 教授 

〃 宮田
み や た

 純子
す み こ

 東京科学大学工学院 准教授 
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参考２ 

電気通信事業分野における競争状況等の調査及び評価の実施に関する方針 
 

令和７年９月４日策定 
総   務   省 

 
１ 趣旨 

総務省は、これまで、学識経験者等で構成する電気通信市場検証会議からの客観

的かつ専門的な見地による助言を得つつ、電気通信事業分野の市場検証を継続的に

実施してきた。 

「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申」（令和７年２月３日

情報通信審議会答申。以下「最終答申」という。）では、透明性や実効性が確保され

た形で、時代に即した規制の見直しを図る体制を構築する観点から、こうした検証

を通じた規制の PDCAサイクルについて、法的に位置付けることが適当とされた。 

これを受け、電気通信事業法及び日本電信電話株式会社等に関する法律の一部を

改正する法律（令和７年法律第 46号。以下「令和７年改正法」という。）による改

正後の電気通信事業法（昭和 59年法律第 86号）第 167条の３において、電気通信

事業者間の適正な競争関係の確保に関する評価等が規定された。 

本方針は、同条第２項に規定する調査及び評価の実施に関する方針として定める

ものである。 
 

２ 競争状況等の調査及び評価の概要 

（１）目的等 

電気通信事業分野は、技術革新が著しく市場環境の変化も激しいことから、公

正競争を確保するためには、透明性をもって規制の遵守状況や競争環境を検証し、

必要に応じて、規制の内容はもとより、事前規制・事後規制といった手法を含む

規制の在り方について不断に見直していくことが不可欠である。 

このため、電気通信技術の発達及び電気通信役務に関する需給の動向その他の

事情を勘案しつつ、「電気通信事業者間の競争の状況の調査」及び「電気通信事業

法又は日本電信電話株式会社等に関する法律に基づき講じられる措置その他の

電気通信事業の公正な競争の促進のために講じられる措置の実施状況の調査」を

行い、それらの結果に基づき、「電気通信事業者間の適正な競争関係の確保に関

する評価」を行う。 

評価の結果は、電気通信事業法又は日本電信電話株式会社等に関する法律（昭

和 59年法律第 85号。以下「NTT法」という。）に基づく命令の制定又は改廃その

他のこれらの法律の適正な運用に活用する。また、評価の結果を踏まえ、必要に

応じ、規制の在り方の見直しを実施する。 
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（２）情報通信行政・郵政行政審議会への諮問 

電気通信事業法第 169条第２号において、本方針とともに、本方針に基づく評

価については、情報通信行政・郵政行政審議会（以下「審議会」という。）に諮問

しなければならないこととされている。 

総務省は、本方針に基づく調査の実施段階から、その状況を審議会に報告する

など、客観的かつ専門的な見地からの助言を得ながら評価を行う。 
 

（３）調査及び評価のスケジュール 

本方針に基づく競争状況等の調査及び評価は、令和７年度から年度単位で実施

することとし、各年度における当該調査及び評価の結果は、意見募集及び審議会

からの答申等を踏まえ、翌年度の夏頃を目途に取りまとめ、公表する。 
 

（４）調査及び評価の手法 

本方針３及び４において定めた項目について定点的に調査を行い、その結果に

基づき、本方針５において定めた評価を行う。 

調査及び評価の実施に当たっては、電気通信事業法及び NTT法に基づく報告・

届出等により得られた情報、関係事業者等による公表情報、関係事業者等や利用

者へのアンケート等の結果を用いるとともに、必要に応じ、審議会における関係

事業者等に対するヒアリング結果を用いる。 

関係事業者等に報告等を求める事項については、事業者の負担にも配意しつつ、

随時見直す。 

 
（５）調査及び評価の結果等を踏まえた本方針の見直し 

毎年度の調査及び評価の結果や市場環境の変化等を踏まえ、必要に応じ、本方

針を見直す。 

NTT グループに対する公正競争条件の法定化、NTT 東日本株式会社及び NTT 西

日本株式会社（以下「NTT東西」という。）の活用業務（NTT 法第２条第６項に規

定する業務をいう。）の事後検証化等、令和７年改正法において令和８年度まで

に施行が予定されている項目については、関係省令等の整備状況等を踏まえ、令

和８年度に本方針を改定し、調査及び評価の方針を定める。 

 

３ 電気通信事業者間の競争の状況の調査 
（１）調査の概要 

電気通信事業の公正な競争の促進のために必要な政策対応の在り方を検討す

るに当たり、検証対象となる市場を画定した上で、競争状況等に関する指標を定

点的に観測し、各検証対象市場における競争状況等の動向を継続的に分析する。 
また、電気通信事業者のネットワークにおける他者のクラウドサービスの利用

が進展しつつあること等を踏まえ、電気通信事業者向けのクラウドサービス等の
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実態把握を行う。 
あわせて、国際競争力の強化等の観点から、各事業者の研究開発への取組状況

の把握を行い、電気通信技術の発達を勘案して、競争状況等を分析する。 
 

（２）検証対象市場に係る競争状況等の分析 

①検証対象市場 

検証対象市場の範囲（サービス範囲及び地理的範囲）は、以下のとおりとす

る。 
 

 
【ブロック別】           【東西別】 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

②定点的に観測する指標等 

一定程度の市場シェアを持つ事業者数や市場シェアの変動の大きさ等から

事業者間の競争状況を俯瞰的に分析するため、市場構造に関する指標（事業者
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別シェア、市場集中度等）を把握する。 
市場規模が拡大傾向にあるか縮小傾向にあるかによって、市場構造に関する

指標の評価は異なり得るため、市場全体の動向に関する指標（契約数等）を把

握する。 
市場構造に関する指標には必ずしも現われてこないものの競争状況に影響

するものであるため、事業者の動向に関する指標（市場に参入する事業者数、

主要各社の売上高・営業利益・設備投資等）を把握する。 
市場構造に関する指標では捉えきれないものの競争の程度を表すものであ

るため、事業者のサービス間の代替性に関する指標（主要各社の契約数の増減

率、料金プランの状況等）を把握する。 
なお、市場環境の変化や審議会の客観的かつ専門的な見地からの助言等を踏

まえ、必要に応じ、追加的な指標を把握する。 
 
（３）電気通信事業者向けクラウドサービスの実態把握 

仮想化技術等の発達により、仮想化した機能のクラウドへの移管や、クラウド

事業者によるネットワーク制御等の重要機能の提供が進展しつつあり、今後、通

信ネットワークを構成する設備や機能の変化とともに、これらを提供する事業者

の影響力の拡大など、ネットワークの仮想化・クラウド化により電気通信事業を

取り巻く環境が大きく変化していくことが想定される。 
このため、電気通信事業者向けのクラウドサービスの実態把握として、その料

金や提供条件、主要電気通信事業者による利用や依存の状況等の調査を行う。 
 

（４）研究開発への取組状況の把握 

（３）のほか、電気通信技術の発達が電気通信事業者間の競争に影響を及ぼし

得ることを踏まえ、電気通信事業者の研究開発への取組状況の把握として、電気

通信事業者の研究開発費の推移、共同研究開発や異業種連携を含めた研究開発に

関する取組等について、中長期的な動向を含めて調査を行う。 

また、日本電信電話株式会社等に関する法律の一部を改正する法律（令和６年

法律第 20 号）による研究に関する責務撤廃後の NTT 株式会社（以下「NTT 持株」

という。）の基礎・基盤的研究への取組状況を含む研究開発競争の状況を把握し、

国際競争力強化への影響や我が国の情報通信産業の研究開発力の確保の観点か

ら検証を行う。 

 

４ 電気通信事業法又は日本電信電話株式会社等に関する法律に基づき講じられる

措置その他の電気通信事業の公正な競争の促進のために講じられる措置の実施状

況の調査 
（１）調査の概要 

電気通信事業の公正な競争の促進のため、電気通信事業法及び NTT法をはじめ
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として、関係する法令・ガイドライン等において、電気通信事業者の業務の適正

性等を確保するための様々な措置が講じられている。 

電気通信事業の公正な競争に支障を及ぼす問題を早期に発見し、問題が深刻化

する前に対処していくため、主要な電気通信事業者の経営・財務状況及び業務運

営・組織態勢について定点的に把握するとともに、関係する法令・ガイドライン

等の遵守状況を含め、電気通信事業の公正な競争の促進のために講じられる措置

の実施状況を確認する。 

 

（２）経営・財務状況及び業務運営・組織態勢の把握 

主要な電気通信事業者における経営・財務状況やリスクマネジメントやガバナ

ンス態勢を含む業務運営・組織態勢等について把握を行う。 

 

（３）法令・ガイドライン等の遵守状況等の確認 

①市場支配的な電気通信事業者に対する禁止行為規制に関する遵守状況等の確

認 

電気通信事業法第 30条及び第 31条に基づく市場支配的な電気通信事業者に

よる特定の者に対する不当な優遇の有無等の禁止行為規制の遵守状況等につ

いて、別表１及び別表２のとおり確認を行う。 

あわせて、NTT東西の「NTT東西の FTTHアクセスサービス等の卸電気通信役

務に係る電気通信事業法の適用に関するガイドライン」（平成 27 年２月策定）

を踏まえた対応状況等について、別表３のとおり確認を行う。 

なお、電気通信事業法第 30 条第１項に基づく禁止行為規制の適用対象事業

者としての指定対象となり得るものの、当該指定を受けていない電気通信事業

者（未指定事業者）に対しても、接続の業務に関して知り得た情報の目的外利

用を防ぐための対応等の概要について確認を行う。 

 
②NTT グループに対する公正競争条件の遵守状況等の確認 

NTT の各種事業分離時や再編成時に設けられた NTT グループに対する累次の

公正競争条件のうち、引き続き NTTグループ各社において遵守されるべきもの

の遵守状況等について、別表４のとおり確認を行う。 

 

③NTT グループの組織再編に係る対応等 
旧 NTT（NTT 持株・NTT 東西）と旧 NTT からの分離会社との間及び株式会社

NTTドコモ（以下「NTTドコモ」という。）とその特定関係法人（電気通信事業

法第 30条第３項第２号に基づき総務大臣が指定する者に限る。以下同じ。）と

の間の組織再編（合併・吸収分割・事業等の譲受け・資本関係の変更等）が発

生する場合には、必要に応じて、組織再編の内容について NTTグループに説明

を求め、審議会の客観的かつ専門的な見地からの助言や競争事業者における懸
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念の有無等も勘案し、その組織再編が公正競争上の問題をもたらす可能性があ

ると認める場合は、組織再編の影響等の説明を NTTグループに求めつつ、組織

再編が公正競争に与える影響を検討する。 

検討の結果、公正競争を担保するための対応が必要と判断された場合、その

対応内容については、個別の事例に応じて、その都度検討する。 

 

④その他の法令・ガイドライン等に基づき講じられる措置の実施状況等の確認 

上記①から③までのほか、電気通信事業法第 27 条の３（移動電気通信役務

を提供する電気通信事業者の禁止行為）、「電気通信事業分野における競争の促

進に関する指針」（平成 13 年 11 月策定）及び「公益事業者の電柱・管路等使

用に関するガイドライン」（平成 13年４月策定）に基づき講じられる措置その

他の電気通信事業の公正な競争の促進のために講じられる措置の実施状況に

ついて確認を行う。 

あわせて、電柱の自己利用と他者利用との間で、電気通信役務の提供に関し

て同等性が確保されていない事例の有無やその内容等について確認を行う。 

また、電気通信事業者におけるサプライヤーとの取引に関し、物価高騰情勢

を踏まえた価格転嫁・取引適正化対策に関する取組状況等について確認を行う。 

 

５ 電気通信事業者間の適正な競争関係の確保に関する評価 
本方針３及び４の調査の結果に基づき、電気通信事業者間の適正な競争関係が確

保されているかどうかについて評価を行う。 

その際、電気通信事業法第 30条及び第 31条に基づく禁止行為規制の適用対象等

の妥当性、NTT グループに対する累次の公正競争条件の個別の条件ごとの要否・適

否の評価を含め、法令・ガイドライン等の見直しなど、市場環境の変化等を踏まえ

た制度・施策等の見直しを視野に入れた評価を行う。 

また、最終答申において、引き続き検討することが適当であるとされた NTT東西

の分離の在り方、NTT 持株による事業の実施の在り方、ネットワークの仮想化・ク

ラウド化等の進展を踏まえた規律の在り方等の各項目の検討に資するよう、必要に

応じ、関連する調査の結果に基づき、評価を行う。 
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別表１ 市場支配的な電気通信事業者に対する禁止行為規制に関する遵守状況等の

確認における確認対象者及び確認項目（固定系通信） 

 

確認対象者 確認項目 

(1)第一種指定電

気通信設備に係

る市場支配的事

業者（NTT東西） 

① 他の電気通信事業者の電気通信設備との接続の業務に関して知り

得た当該他の電気通信事業者及びその利用者に関する情報の目的外

利用・提供が行われないようにするために講じた措置及びその実施

状況等 

② 電気通信業務について、特定の電気通信事業者に対し、不当な差

別的取扱い等が行われないようにするために講じた措置及びその実

施状況並びに不当な差別的取扱い等の有無を検証するための情報等 

※客観的・定量的なデータ等に基づき、以下の検証も行う。 

A 局舎スペースの利用に関する検証 

B NTT東西における各種手続についてのリードタイム検証 

C NTT東西の接続機能要望等に関する検証 

D グループ間取引を通じた禁止行為規制の潜脱の有無に関する検

証 

E NTT東西におけるネットワーク調達取引に関する検証 

F 将来的なネットワークの統合等に伴う課題に関する検証 

③ 他の電気通信事業者又は電気通信設備の製造業者・販売業者に対

し、その業務について、不当な規律・干渉が行われないようにするた

めに講じた措置及びその実施状況並びに不当な規律・干渉の有無を

検証するための情報等 

④ 第一種指定電気通信設備との接続に必要な電気通信設備の設置・

保守等について特定関係事業者に比して他の電気通信事業者を不利

に取り扱わないように講じた措置及びその実施状況並びに不利な取

扱いの有無を検証するための情報等 

⑤ 電気通信役務の提供に関する契約の締結の媒介等その他他の電気

通信事業者からの業務の受託について、特定関係事業者に比して他

の電気通信事業者を不利に取り扱わないように講じた措置及びその

実施状況並びに不利な取扱いの有無を検証するための情報等 

⑥ 電気通信業務又はこれに付随する業務を受託した子会社におい

て、当該業務に関して、①から⑤までの行為が行われないよう講じ

た措置及びその実施状況並びに①から⑤までの行為の有無を検証す

るための情報等 

(2)上記(1)の契約

の相手先である

一定規模以上の

電気通信事業者 

① (1)の事業者との間の電気通信業務に関する契約及び電気通信業

務以外の業務であって電気通信役務の提供に密接に関連した業務に

関する契約の内容 

(3)上記(1)の競争

事業者である一

定規模以上の電

気通信事業者等 

① (1)の事業者による接続の業務に関して知り得た情報の目的外利

用・提供が疑われる事例 

② 電気通信役務又は電気通信役務の提供以外の業務に関し、(1)の事

業者のグループ内の電気通信事業者又は特定の電気通信事業者に対

する不当な差別的取扱い等が疑われる事例 

③ (1)の事業者による他の電気通信事業者、電気通信設備の製造業

者・販売業者の業務に対する不当な規律・干渉が疑われる事例 

④ その他禁止行為規制に係る制度上の課題等 
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別表２ 市場支配的な電気通信事業者に対する禁止行為規制に関する遵守状況等の

確認における確認対象者及び確認項目（移動系通信） 

 

確認対象者 確認項目 

(1)第二種指定電気

通信設備に係る

市場支配的事業

者（NTTドコモ） 

① 他の電気通信事業者の電気通信設備との接続の業務に関して知り

得た接続関連情報の目的外利用・提供が行われないようにするため

に講じた措置及びその実施状況等 

② 電気通信業務について、特定関係法人に対し、不当な優先的取扱

い等が行われないようにするために講じた措置及びその実施状況等 

※客観的・定量的なデータ等に基づき、以下の検証も行う。 

A グループ間取引を通じた禁止行為規制の潜脱の有無に関する検

証 

B 将来的なネットワークの統合等に伴う課題に関する検証 

(2)上記(1)の特定

関係法人 

① (1)の事業者との間の電気通信業務に関する契約及び電気通信業

務以外の業務であって電気通信役務の提供に密接に関連した業務に

関する契約の内容 

(3)上記(1)の競争

事業者である一

定規模以上の電

気通信事業者等 

① (1)の事業者による接続の業務に関して知り得た情報の目的外利

用・提供が疑われる事例 

② 電気通信役務又は電気通信役務の提供以外の業務に関し、(1)の事

業者のグループ内の電気通信事業者又は特定の電気通信事業者に対

する不当な優先的取扱い等が疑われる事例 

③ その他禁止行為規制に係る制度上の課題等 
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別表３ サービス卸ガイドラインを踏まえた対応状況等についての確認対象者及び

確認項目 

 

確認対象者 確認項目 

(1)NTT 東西 ① 競争阻害的な料金の設定等 

② 提供手続・期間に係る不当な差別的取扱い 

③ 技術的条件に係る不当な差別的取扱い 

④ サービス仕様に係る不当な差別的取扱い 

⑤ 競争阻害的な情報収集 

⑥ 情報の目的外利用 

⑦ 情報提供に係る不当な差別的取扱い 

⑧ 卸先事業者の業務に関する不当な規律・干渉 

⑨ 業務の受託に係る不当な差別的取扱い 

⑩ 正当な理由がない役務提供拒否及び情報提示拒否 

(2)NTT 東西以外の

主要な FTTH事業

者 

・ 上記①～⑩のうち NTT東西以外の事業者にも確認すべき項目 
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別表４ NTTグループに対する公正競争条件の遵守状況等の確認についての確認項目 

（注）確認項目は、NTT グループにおける自主的な取組として公表されている公正競争条件も

含め、各社毎の条件の概観把握を目的に、項目毎の概要を整理したもの。 

具体的な公正競争条件については、以下のとおり。 

・データ通信事業の分離について（1988 年４月日本電信電話株式会社報道発表） 

・日本電信電話株式会社の移動体業務の分離について（1992 年４月郵政省報道発表） 

・ソフトウェア関連業務の事業化について（1997年３月日本電信電話株式会社報道発表） 

・日本電信電話株式会社の事業の引継ぎ並びに権利及び義務の承継に関する基本方針（1997

年 12月郵政省告示） 

 

公正競争条件 確認項目 

①NTT 東西による

ネットワークの

公平な提供 

・ NTT 東西は、回線提供を行う際、NTTドコモ、NTTドコモビジネス

株式会社（以下「NTT ドコモビジネス」という。）及び株式会社 NTT

データ（以下「NTTデータ」という。）を不当に有利に扱うことがな

いよう、これらとの接続条件を他の電気通信事業者と同等としてい

るか。 

②各種取引条件等

の公平性の担保 

・ NTT 持株又は NTT 東西と NTT ドコモ又は NTT データとの間におい

て行われる取引を通じて、NTT 持株又は NTT 東西からの補助が行わ

れていないか。 

・ また、NTT東西と NTTドコモ、NTTドコモビジネス、NTTデータ又

は NTT ドコモソリューションズ株式会社との間において行われる取

引条件（局舎等の使用、工事・保守の受委託等）について、他の電気

通信事業者と同等となっているか。 

③在籍出向及び役

員兼任の禁止 

・ NTT 持株又は NTT 東西と NTT ドコモ、株式会社 NTT データグルー

プ又は NTTデータとの間、NTT東西と NTTドコモビジネスとの間で、

出向形態による人事交流は行われていないか。 

・ NTT 東西と NTT ドコモ又は NTT ドコモビジネスとの間の役員兼任

が行われていないか。 

④独立した営業部

門の設置 

・ NTTドコモビジネスは、NTT東西との間で独立した営業部門を設置

しているか。 

・ 利用者の利便性維持のために NTT東西が、NTTドコモビジネスの販

売業務を受託する場合には、その条件は他の電気通信事業者との間

のものと同一となっているか。 

⑤顧客情報その他

の情報の公平な

提供 

・ NTT 東西と NTT ドコモビジネスとの間で提供される顧客情報その

他の情報は、他の電気通信事業者との間のものと同一とされている

か。 

⑥共同資材調達の

扱い 

・ 「日本電信電話株式会社、東日本電信電話株式会社及び西日本電信

電話株式会社に係る共同調達に関する指針」に基づいた措置を実施

しているか。 
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参考３ 

固定系通信の利用者向けアンケート結果 
（固定系ブロードバンドサービス間の代替性） 

 

固定インターネットサービスのうち、FTTH（光コラボ、全戸一括型含む）全体の利用者

の全利用者に占める割合は 76.8％で、ワイヤレス固定ブロードバンドアクセスサービス

（共用型）（SoftbankAir、auホームルーター5G、docomo home5G、Rakuten Turbo）の利用

者の全利用者に占める割合は 8.1％となった。 

 

【図表１】固定インターネットのサービス別利用率 

 

出所：2025年度利用者アンケート 

 

固定系ブロードバンドサービスの中でも、特に利用者の割合の高い FTTHアクセスサー

ビスと、近年提供が進んでいると思われるワイヤレス固定ブロードバンドアクセスサービ

ス（共用型）（Softbank Air、 auホームルーター5G、docomo home5G、Rakuten Turbo）間

の代替性の分析を行うため、一方のサービスの価格について、小幅ではあるが実質的であ

り、かつ一時的ではない価格引上げをした場合に，需要者が他方のサービスに振り替える

程度の分析を行った。 

アンケート回答者に表示した実際の設問内容及び各サービスのシナリオは以下のとおり

である。スイッチングコストと捉え得る費用（初期費用、違約金・解約金、開通期間・解

約手続等）や品質面での違い（通信速度、通信安定性等）についても一定程度、シナリオ

に含んだ上で、アンケートを実施している。 

 

【設問内容】 

仮に、利用中の固定インターネットサービスを含む全ての FTTHアクセスサービスの

月額料金が、今後 10％値上がりすると仮定した場合、今後の固定インターネットサービ

スの契約について、当てはまるものをお答えください。 
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【図表２】提示した各サービスのシナリオ 

 

 

仮に、利用中の固定インターネットサービスを含む全ての FTTHアクセスサービスの月

額料金が、今後 10％値上がりすると仮定した場合、今後の固定インターネットサービスの

契約について、FTTH を解約してワイヤレス固定ブロードバンドアクセスサービス（共用

型）で代用するとの回答は 8.0％であり、10％を下回っていた。 

 

【図表３】FTTH サービスが 10%値上がりした場合の意向 

 

出所：2025年度利用者アンケート 

 

仮に、利用中のワイヤレス固定ブロードバンドアクセスサービス（共用型）含む全ての

ワイヤレス固定ブロードバンドアクセスサービス（共用型）の月額料金が、今後 10％値上

がりすると仮定した場合、今後の固定インターネットサービスの契約について、ワイヤレ

ス固定ブロードバンドアクセスサービス（共用型）を解約して FTTHで代用するとの回答

は 14.5％であり、10％を上回っていた。今回の分析によれば、FTTHアクセスサービスと
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ワイヤレス固定電話ブロードバンドアクセスサービス（共用型）には代替性があると認識

されていることがうかがえる。 

 

【図表４】ワイヤレス固定ブロードバンドアクセスサービス（共用型）が 10％値上がり

した場合の意向 

 
出所：2025年度利用者アンケート 
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参考４ 

移動系通信の利用者向けアンケート結果 
（音声通話サービス間の代替性） 

１．携帯電話と OTT サービスの代替性 

携帯電話の通話定額プランは「５分定額/10分定額」（26.6％）、「通話パック 60」

（4.2％）、「だれとでも無制限」（15.2％）を選んだ回答は計５割弱（後述の 10％価格引き

上げ分析の対象としたのはこれらの通話定額プランの利用者）。なお、「従量課金」との回

答が 35.1％だった。 

 

【図表１】携帯電話の通話定額プラン利用状況 

 

出所：2025年度利用者アンケート 

 

音声通話アプリケーション別の利用率、利用時間を確認したところ、「LINE」の利用率

が 70.9％で最も高い結果となった 

 

【図表２】LINE 利用状況 

 

出所：2025年度利用者アンケート 
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携帯電話の通話といった従来の通信サービスと OTTサービス（音声アプリケーション

等）間の代替性間の代替性の分析を行うため、一方のサービスの価格について、小幅では

あるが実質的であり、かつ一時的ではない価格引上げをした場合に、需要者が他方のサー

ビスに振り替える程度の分析を行った。 

アンケート回答者に表示した実際の設問内容及び各サービスのシナリオは以下のとおり

である。スイッチングコストと捉え得る費用（解約時の手数料）についても一定程度、シ

ナリオに含んだ上で、アンケートを実施している。 

 

【設問内容】 

仮に、利用中の携帯電話サービスの音声通話サービスの定額料金が、今後 10％値上が

りすると仮定した場合、今後の携帯電話サービスの音声通話サービス・音声通話アプリ

ケーションの利用方法について、当てはまるものをお答えください。 

 

【図表２】提示した各サービスのシナリオ 

 

 

仮に、利用中の携帯電話サービスの通話定額プランの料金が、今後 10％値上がりすると

仮定した場合、今後の携帯電話の通話定額プラン・音声通話アプリケーションの利用方法

について確認したところ、今回の分析によれば、「わからない」との回答を除くと、「通話

定額をやめてその分は主に LINE で代用する」との回答が 6.7％であり、携帯電話サービス

の通話定額プランと LINEが代替的であると認識されていないことがうかがえる。 
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【図表３】携帯電話の音声定額サービスが 10％値上がりした場合の意向 

 

出所：2025年度利用者アンケート 

 

２．固定電話と OTT サービスの代替性 

現在利用している固定電話サービスについて確認したところ、固定電話サービスの利用

者は 53.6％だった 

 

【図表４】現在利用中の固定電話サービス 

 

出所：2025年度利用者アンケート 

 

固定電話や携帯電話の通話といった従来の通信サービスと OTTサービス（音声アプリケ

ーション等）間の代替性の分析を行うため、一方のサービスの価格について、小幅ではあ
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るが実質的であり，かつ一時的ではない価格引上げをした場合に、需要者が他方のサービ

スに振り替える程度の分析を行った。 

固定電話を利用するアンケート回答者に表示した実際の設問内容及び各サービスのシナ

リオは以下のとおりである。スイッチングコストと捉え得る費用（解約時の手数料）につ

いても一定程度、シナリオに含んだ上で、アンケートを実施している。 

 

【設問内容】 

仮に、利用中の固定電話サービス含む全ての固定電話の料金（月額基本料＋通話料）

が、今後 10％値上がりすると仮定した場合、今後の音声通話の利用方法について、当て

はまるものをお答え下さい。 

 

【図表５】提示した各サービスのシナリオ 

 

 

仮に、利用中の固定電話サービス含む全ての固定電話の料金（月額基本料＋通話料）

が、今後 10％値上がりすると仮定した場合６、今後の音声通話の利用方法について確認し

た。今回の分析によれば、「現在利用の固定電話をやめて携帯電話の通話定額で代用す

る」との回答が 10.0％となっており、固定電話の利用者にとって、代用するものの中では

携帯電話の通話定額プランが代替的であると認識されていることがうかがえる 
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【図表６】固定電話サービスが 10％値上がりした場合の意向 

 

出所：2025年度利用者アンケート 
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参考５ 

研究開発への取組状況の把握 
１．主要な電気通信事業者における研究開発費の推移 

 
出所：各社の有価証券報告書の数値を基に総務省作成 

 
２．主要な電気通信事業者における研究開発の取組 

【NTT】 

世界をリードする技術を生み出し、社会や産業、学術の発展に寄与していくとい

う理念のもと、IOWN 総合イノベーションセンタをはじめとする４つの総合研究所に

おいて、幅広い研究開発を行う体制をとっているほか、国内外の様々な分野のパー

トナーと連携して、IOWN構想の実現など、世界を変革する多様性・継続性を意識し

た研究開発を続けているとのことであった。また、NTT 持株が実施する基盤的研究

開発と事業会社が実施する実用化研究開発に要した費用は、近年増加傾向であり、

2025年度で 2,786億円（2024年度は 2,687億円）であった。 

 

【KDDI】 

KDDI 総合研究所の先端技術研究所において、6 つの注力領域（光、無線、ネット

ワーク、AI、セキュリティ、XR）ごとに、本社開発部門と連携して研究開発を行う

体制を構築しているほか、メーカーや大学等と連携し、Beyond 5G/6G 時代を見据

えた次世代光インフラ技術に関する研究開発や AI に関する研究開発を推進してい

るとのことであった。また、研究開発費の総額は、近年増加傾向であり、2025 年度

で 400億円（2024年度は 373億円）であった。 
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【ソフトバンク】 

先端技術研究所をはじめとする社内の技術部門内に点在する研究組織において研

究開発を行う体制を構築しているほか、「AI 共存社会」を支える「次世代社会イン

フラ」の実現に向け、AI、ネットワーク高度化、DX、NTNを軸として考え、これらを

支えるネットワークやデータセンターなどについての研究開発を実施しているとの

ことであった。また、研究開発費の総額は、近年増加傾向にあり、2025 年度で 968

億円（2024 年度は 739億円）であった。 

 

【楽天モバイル】 

楽天グループにおける日本の拠点に加え、海外においても複数の拠点を設け、研

究体制を拡大しており、研究開発で得られた成果を国際標準化の場において積極的

に発信するなど、研究開発成果の普及及び社会実装を推進しているとのことであっ

た。また、研究開発費の総額は、近年増加傾向にあり、2025 年度で 219億円（2024

年度で 171億円）であった。 
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参考６ 

市場支配的な電気通信事業者に対する禁止行為規制に関する遵守状況等の確認

結果（固定系） 

（評価方針別表１関係） 

 

令和７年度検証項目 確認結果 
＜接続関連情報の目的外利

用・提供＞ 

NTT 東西は、他の電気通信
事業者の電気通信設備との
接続の業務に関して知り得
た接続関連情報を、当該業
務の用に供する目的以外の
目的のために利用し、又は
提供する行為は禁止されて
いる。（電気通信事業法第 30
条第４項第１号関係） 
 

・NTT グループ提出資料を通じて、接続関連情報の目的外利
用・提供が行われないようにするために、以下の措置を講
じていることを確認。 
－設備部門の居室においては、設備部門以外の部門の業務
に従事する者が容易に入退室できないよう、電子的認証
装置や監視カメラ等により管理を徹底。 

－接続関連情報を有するシステムは、その利用権限の適正
な管理のために、当該システムを利用する業務を特定し、
それに基づいたシステム利用権限を付与。 

－設備部門の全社員等を対象に接続関連情報に関する規程
を遵守させるため、電気通信事業法における禁止行為等
に関する規程の概要、施行規則の求める要件、当該規程
の解説、接続関連情報の適正な取扱いに関する基本的な
知識等を内容とする研修を実施。 

－電気通信事業法施行規則第 22 条の 10 第 13 号に定める
監視部門は、NTT 東の組織規程により設備部門から独立
した組織である情報セキュリティ推進部、NTT 西の組織
規程により設備部門から独立した組織である経営企画部
と定めており、書面または実地、リモート実査による定
期的な監視を実施。 

－設備部門において、接続関連情報を取扱う業務のリモー
トワークに向け、業務用端末に AIを活用した、のぞき見
やスマートフォンによる撮影等の行為を防止するツール
を導入する等の対処を行うとともに、監視部門において、
書面又は実地、リモート実査による定期的な監査を実施。 

・総務省が調査を行った NTT 東西の契約の相手方及び競争事
業者からは、接続関連情報の目的外利用・提供に該当する
具体的な事例は指摘されていない。 

 
＜電気通信業務に関する不

当な差別的取扱い等＞ 

NTT 東西は、電気通信業務
について、特定の電気通信
事業者に対し、不当に優先
的な取扱いをし、若しくは
利益を与え、又は不当に不
利な取扱いをし、若しくは
不利益を与えることは禁止
されている。（電気通信事業
法第 30 条第４項第２号関
係） 
 

・客観的・定量的なデータに基づく検証結果は、参考８の確
認結果に記載のとおり。 

・NTTグループ提出資料を通じて、特定の電気通信事業者に対
して不当な差別的取扱い等を行わないようにするために、
以下の措置を講じていることを確認。 
－公正競争の確保・禁止行為の防止のための基本的知識及
び遵守すべきポイント等を内容とした研修を実施。 

－契約締結等の際に、禁止行為規程に抵触していないかを、
施策を推進する担当者及びその直属上長が自らチェック
を実施し、確認の結果の記録を残すこととしており、さ
らにこの記録を監査部門が監査し、問題がないことを確
認。監査の結果、問題が発見された事例は現時点ではな
い。 

・総務省が調査を行った NTT 東西の契約の相手方及び競争事
業者からは、不当な差別的取扱いに該当する具体的な事例
は指摘されていない。 
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＜他の電気通信事業者等の
業務に対する不当な規
律・干渉＞ 

NTT 東西は、他の電気通信
事業者、電気通信設備の製
造業者・販売業者の業務に
対する不当な規律・干渉を
行うことは禁止されてい
る。（電気通信事業法第 30条
第４項第３号関係） 
 

・NTT グループ提出資料を通じて、特定の電気通信事業者等に
対して不当な規律・干渉を行わないようにするために、以
下の措置を講じていることを確認。 

 －公正競争の確保・禁止行為の防止のための基本的知識及
び遵守すべきポイント等を内容とした研修を実施。 

 －契約締結等の際に、禁止行為規程に抵触していないかを、
施策を推進する担当者及びその直属上長が自らチェック
を実施し、確認の結果の記録を残すこととしており、さ
らにこの記録を監査部門が監査し、問題がないことを確
認。 

・総務省が調査を行った NTT 東西の契約の相手方及び競争事
業者からは、不当な規律・干渉に該当する具体的な事例は
指摘されていない。 

 
＜第一種指定電気通信設備

への接続に必要な設備の
設置・保守に関する不利な
取扱い＞ 

 第一種指定電気通信設備
との接続に必要な電気通信
設備の設置・保守等につい
て特定関係事業者に比して
他の電気通信事業者を不利
に取り扱うことを禁止され
ている。（電気通信事業法第
31条第５項第１号） 
 

・NTTグループ提出資料を通じて、特定関係事業者に比して不
利な取扱いが行われないようにするために、以下の措置を
講じていることを確認。 

－「第一種指定電気通信設備との接続に必要な電気通信設
備の設置又は保守」、「第一種指定電気通信設備との接
続に必要な情報の提供」に関する条件を接続約款に定め
公表することにより同等性を確保。 

－「第一種指定電気通信設備との接続に必要な土地及びこ
れに定着する建物その他の工作物の利用」に関し、「コ
ロケーションスペース、電柱、管路・とう道」について
の条件を接続約款及び「電柱・管路等の利用申込み及び
契約条件等について」に定め公表することにより同等性
を確保。 

・総務省が調査を行った NTT 東西の契約の相手方及び競争事
業者からは、不利な取扱いに該当する具体的な事例は指摘
されていない。 

 
＜業務委託に関する不利な

取扱い＞ 
 電気通信役務の提供に関
する契約の締結の媒介等そ
の他他の電気通信事業者か
らの業務委託について、特
定関係事業者に比して他の
電気通信事業者を不利に取
り扱うことを禁止されてい
る。（電気通信事業法第 31
条第５項第２号） 

・NTT グループ提出資料を通じて、特定関係事業者に比して不
利な取扱いが行われないようにするために、以下の措置を
講じていることを確認。 
－「電気通信役務の提供に関する契約の媒介、取次ぎ若し
くは代理又は業務の受託」に関し、条件を接続約款に定
め公表すること等により同等性を確保。 

－公表された条件によらない他社電気通信役務の契約媒介
を実施する場合は、お客様のニーズに合ったサービスを
つど比較・選定し電気通信事業者の公平な取扱いを確保。 

・総務省が調査を行った NTT 東西の契約の相手方及び競争事
業者からは不利な取扱いに該当する具体的な事例は指摘さ
れていない。 

 
＜業務を委託する子会社に

対する適切な監督＞ 
 第一種指定電気通信設備
を設置する電気通信事業者
の業務を受託した子会社に
おいて、当該業務に関して、

・NTTグループ提出資料を通じて、業務を受託した子会社にお
いて禁止行為が行われないようにするために、以下の措置
を講じていることを確認。 
－監督対象子会社において、電気通信事業法の遵守、禁止
行為の防止徹底に関する責任者の設置、社員研修の実施、
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禁止行為※が行われること
がないよう、当該子会社に
対し、必要かつ適切な監督
を行わなければならない。
（電気通信事業法第 31条第
３項） 
 ※ 電気通信事業法第 30 条第４

項各号に掲げる行為及び同法第

31 条第２項各号に掲げる行為 

 

自主点検の実施、再委託先の監督等を規定した社内規程
を制定。 

－全ての監督対象子会社との間で、禁止行為の防止、再委
託時の取扱い、責任者の設置、研修・点検の実施、問題
発生時の報告義務、契約違反時の措置等を規定した覚書
を締結。 

－公正競争の確保、禁止行為の防止のための基本的知識及
び遵守すべきポイント等を内容とした研修を、監督対象
子会社における委託業務に従事する全社員・契約社員・
派遣社員等を対象に実施。 

・総務省が調査を行った NTT 東西の契約の相手方及び競争事
業者からは、禁止行為に該当する具体的な事例は指摘され
ていない。 
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参考７ 

市場支配的な電気通信事業者に対する禁止行為規制に関する遵守状況等の確認

結果（移動系） 

（評価方針別表２関係） 

 

令和７年度検証項目 確認結果 
＜接続関連情報の目的外利

用・提供＞ 
他の電気通信事業者の電

気通信設備との接続の業務
に関して知り得た接続関連
情報を、当該業務の用に供
する目的以外の目的のため
に利用し、又は提供する行
為は禁止されている。（電気
通信事業法第 30条第３項第
１号関係） 
 

・NTT ドコモに対するヒアリング等を通じて、接続関連情報の
目的外利用・提供が行われないようにするために、以下の
措置を講じていることを確認。 
－相互接続に関する渉外業務を所掌する部署を本社に設置
し、当該渉外業務は、当該部署において一元的に対応。 

－当該部署においては、居室を他組織と隔離し電子的認証
装置により入退室を管理するとともに、ネットワークの
構築や保守等を担う組織との間で、事業者対応上必要な
場合において兼務を実施。 

－接続関連情報を専用に取り扱うシステムを構築し、利用
する業務ごとに組織・社員を限定した上で利用権限を付
与。権限付与状況については定期的に見直しを実施。 

－接続関連情報の持出しを管理。 
－人事異動時には、当該部署における誓約書の運用等によ
り接続関連情報の目的外利用を防止。 

－禁止行為規制を含む電気通信事業関連法令について、研
修やマニュアルの整備を実施。 

－以上の措置について、相互接続に関する渉外業務を所掌
する部署等において点検を実施するとともに、監査部門
による書面または実地による監査を新たに実施（今後も
定期的に実施予定）。 

・総務省が調査を行った競争事業者からは、接続関連情報の
目的外利用・提供に該当する具体的な事例は指摘されてい
ない。 

 
＜電気通信業務に関する不

当な優先的取扱い等＞ 
 NTTドコモは、電気通信業
務について、同社の特定関
係法人に対し、不当に優先
的な取扱いをし、又は利益
を与えることは禁止されて
いる。（電気通信事業法第 30
条第３項第２号関係） 
 

・客観的・定量的なデータに基づく検証結果は、参考８の確
認結果に記載のとおり。 

・NTTドコモに対するヒアリングを通じて、NTTドコモの特定
関係法人に対して不当な優先的取扱い等を行わないように
するために、以下の措置を講じていることを確認。 
－禁止行為規制を含む電気通信事業関連法令について、研
修やマニュアルの整備を実施。 

－新規サービス等を検討する場合に公正競争確保に係るポ
イントが遵守されているか、一元的にチェックする体制
を整備。 

・総務省が調査を行った競争事業者からは、NTTドコモの特定
関係法人に対する不当な優先的取扱い等に該当する具体的
な事例は指摘されていない。 
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参考８ 

客観的・定量的なデータに基づく検証結果 

（評価方針別表１(1)②及び別表２(1)②関係） 

 

Ａ 局舎スペースの利用に関する検証 

スペース又は電力について、Ｄランク（空き無し）が一定期間継続している NTT東西

局舎及び直近１年間にＣランクからＤランクとなった NTT東西局舎の合計 670箇所

（NTT東：468箇所、NTT西：202 箇所）について、当該局舎への申込総数 916件（NTT

東：660 件、NTT 西：256件）を確認した結果、他事業者に対して「提供不可」となった

件数は 0件であり、NTTグループのみを不当に優遇している等の事実は認められなかっ

た。 

また、同一局舎において、NTTグループと他事業者によるコロケーションの利用申込

が両方存在し、提供料金を比較できる局舎の合計９箇所（NTT 東：６箇所、NTT西：３

箇所）について確認した結果、NTTグループのみを不当に優遇している等の事実は認め

られなかった。 

 

Ｂ NTT 東西における各種手続についてのリードタイム検証 

NTT 東西の加入光ファイバ、中継光ファイバ、光サービス卸の申込みに関するリード

タイム（申込みを受けてから提供開始するまでの平均日数）について、NTT グループ各

社と主要な接続事業者、卸先事業者に関する以下の接続機能、卸役務ごとのデータに基

づき確認を行った（シェアドアクセスについては、NTTグループ会社の利用がないた

め、暫定的に NTT 東西自身のリードタイムの確認を行った。）。 

（1）加入光ファイバ（シェアドアクセス：提供可能時期の即時回答が可能なもの/ル

ート設計等の確認が必要で提供可能時期の回答に時間がかかるものに分けて確

認） 

（2）加入光ファイバ（シングルスター） 

（3）中継光ファイバ 

（4）光サービス卸（提供可能時期の即時回答が可能なもの/ルート設計等の確認が必

要で提供可能時期の回答に時間がかかるものに分けて確認） 

確認の結果は以下のとおりであった。 

（1）加入光ファイバ（シェアドアクセス）では、３事業者（東日本１社、西日本２

社）において、リードタイムが長期化しているケースが存在したが、確認の結

果、いずれも合理的な理由が存在した。 

（2）加入光ファイバ（シングルスター）では、1事業者（東日本１社）において、

リードタイムが長期化しているケースが存在したが、確認の結果、合理的な理

由が存在し、NTTグループのみを不当に優遇している等の事実は認められなか

った。 
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（3）中継光ファイバでは、1事業者（西日本１社）において、リードタイムが長期

化しているケースが存在したが、確認の結果、合理的な理由が存在し、NTT グ

ループのみを不当に優遇している等の事実は認められなかった。 

（4）光サービス卸では、1事業者（西日本１社）において、リードタイムが長期化

しているケースが存在したが、確認の結果、合理的な理由が存在し、NTTグル

ープ（NTTドコモを含む。）のみを不当に優遇している等の事実は認められなか

った。 

 

Ｃ NTT 東西の接続機能要望等に関する検証 

直近１年間における、NTT東西に対する接続機能要望への対応について、事前調査申

込回答や接続申込回答の状況（申込日、回答日）を確認したところ、NTTグループ内外

を問わず、全接続事業者からの申込に対して期限内に回答を行っているなど、NTTグル

ープのみを不当に優遇している等の事実は認められなかった。 

また、直近１年間に NTT東西が拡大した光エリアにおいて、各事業者への情報開示日

前に、NTTドコモからの加入光ファイバの接続申込を承諾した事例について確認したと

ころ、そのような事例は確認されなかった。 

 

 

Ｄ グループ間取引を通じた禁止行為規制の潜脱に関する検証 

直近１年間における、NTT東西から NTTグループ会社へ卸された後、更に他の NTTグ

ループ会社へ再卸されている FTTH卸（契約数が３万以上の場合に限る。）について確認

したところ、NTTドコモビジネスから NTTドコモ（旧 NTTレゾナント）に対する再卸が

該当した。NTTドコモビジネスにおける、NTT東西からの仕入れ価格・NTTドコモへの再

卸価格を確認したところ、再卸価格が仕入価格以上となっていた。 

同様に、NTTドコモから NTT グループ会社へ卸された後、更に NTTドコモの禁止行為

の相手方であるグループ会社へ再卸されている MVNO卸（契約数が３万以上の場合に限

る。）について確認したところ、NTTドコモビジネスから NTTPCコムに対する再卸が該当

した。NTTドコモビジネスにおける、NTTドコモからの仕入価格・NTTPCコムへの再卸価

格を確認したところ、再卸価格が仕入価格以上となっていた。 

 

Ｅ NTT 東西におけるネットワーク調達取引に関する検証 

直近１年間における、NTT東西による県間伝送設備の調達案件（NTT東日本３件、NTT

西日本５件）について確認したところ、いずれも調達参加事業者は１社のみであり、比

較検証が可能な公募調達結果が存在しなかった。 

 

Ｆ 将来的なネットワークの統合等に伴う課題に関する検証 
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NTT 東西が提供する IOWNに関する公正競争の確保に関する取組について、NTT東西に

確認したところ、接続約款に基づき他事業者に提供するなど、今後とも、公正競争の確

保に努めていくとのことであった。 
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参考９ 

NTT 東西におけるサービス卸ガイドラインを踏まえた対応状況等の確認結果 

（評価方針別表３関係） 

 

令和７年度検証項目 確認結果 
サービス卸ガイドライン「５.電気通信事

業法上問題となり得る行為」に関連して、
以下の①～⑩の有無等を確認。 
① 競争阻害的な料金の設定等 
② 提供手続・期間に係る不当な差別的取

扱い 
③ 技術的条件に係る不当な差別的取扱
い 

④ サービス仕様に係る不当な差別的取
扱い 

⑤ 競争阻害的な情報収集 
⑥ 情報の目的外利用 
⑦ 情報提供に係る不当な差別的取扱い 
⑧ 卸先事業者の業務に関する不当な規
律・干渉 

⑨ 業務の受託に係る不当な差別的取扱
い 

⑩ 正当な理由がない役務提供拒否及び
情報提示拒否 

・NTT 東西以外の主要な FTTH 事業者から該当
する具体的な事例は指摘されていない。 
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参考 10 

未指定事業者によるグループ内事業者への優先的な取扱い等についての確認結

果 

 

【MVNO ガイドラインにおいて求められる具体的な措置と、未指定事業者の実施状況】 

MVNO ガイドラインにおいて 
求められる具体的な措置 

KDDI ソフトバンク 

①利用を制限する接続等関連
情報の範囲及びその利用目
的の特定 

・接続等関連情報の目的外
利用の禁止は、接続約款や
卸契約に規定。 

・利用を制限する接続等関
連情報の範囲：接続・卸に
係る協議資料等の関係者
外秘の情報全て 

・利用目的の特定：接続・卸
の業務遂行に必要な範囲
でのみ利用 

 

・MVNO から取得する情報は
必要最低限とし、トラフィ
ック/契約数予測や NW 構
成図等の情報提示を依頼。 

・情報の取扱いについては、
接続約款において、守秘義務
及び目的外利用の禁止を明
記。 
 

②接続等関連情報の区分ごと
のアクセス権限の設定 

・接続等に関する業務に関
わる組織（主に渉外関連部
門・技術関連部門）以外の
組織（主に営業部門・サー
ビス部門）にはアクセス権
限無し。 

 

・事業者対応窓口を設定し、
社内関係部門（法人事業担
当部門、相互接続部門及び
関係する技術部門。営業部
門を除く）のみアクセス可
能。 

 
③接続等関連情報を入手した

者、情報及び日時の記録 
・接続等に関する業務の協
議状況や情報の授受等を
記録。 

・進捗状況とともに情報管
理の履行状況を確認。 

 

・MVNO から情報を入手した
人、日時等も管理。 

④接続等関連情報の取扱いに
ついての遵守すべき事項を
定めた規程の策定 

・「接続等関連情報の取扱い
に関す。るマニュアル」の
整備。 

・情報の閲覧権限等の取扱
いに関する規程を整備。 

⑤当該規程を遵守させるため
の研修の実施 

・接続等に関する業務に関
わる組織に着任時に研修
を実施。 

・入社時及び定期的に情報
の取扱いに関する研修を
全社員必須受講。 

 
【グループ内事業者等に係る確認項目と、未指定事業者の実施状況】 

確認項目  KDDI ソフトバンク 
＜電気通信業務につい
てのグループ内事業
者との取引の概要＞ 

・KDDI の特定関係法人である電
気通信事業者は、46 社（令和
７年度３月末時点）。 

 

・ソフトバンクの特定関係法人
である電気通信事業者は、41
社（令和７年度３月末時点）。 

 
＜電気通信業務につい

ての取引に係るグル
ープ内事業者の取扱
いに関する考え方の
概要＞ 

・グループ内事業者と他事業者
との取引については、公平な
取り扱いを実施。 

・モバイルサービスを提供する
上での基本的な機能について
は、全ての MVNOが閲覧できる

・取引事業者が特定関係法人か
否かに関わらず、接続及び卸
に関する取引は同等の取り扱
いで実施。 

・接続約款においても、設備利用
における不当な差別的取扱い
を行わないことを明記。 
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よう標準プランを作成し、HP
に掲載。 

・既存 MVNO（契約関係のある
MVNO）に対しては、新たな機能
を提供する場合や既存の提供
条件を変更する場合、その提
供条件について、NDA を締結
し、同内容を同時期に情報提
供。 

 

 

＜アンケート等で指摘
のあった事項に関す
る見解＞ 

・総務省が調査を行った競争事
業者のうち、競争事業者の一
部からは、以下のような事例
が存在し、グループ内事業者
への優先的な取扱いに該当す
る疑いがあるのではないかと
の指摘がなされた。 
 KDDIのグループ内事業者

（MVNO）において、iPhone
の取り扱いや iPhone で
APN 設定不要な SIM カー
ドの提供が行われてい
る。 

・当該事例については令和４年
度以降、継続的に状況を注視
しており、令和６年度検証に
おいては、総務省から以下の
質問を KDDI に送付している。 
 独立系 MVNO から KDDI に

対して APN 設定不要化の
申し入れがあった場合、
KDDIから Apple社に対し
て、当該独立系 MVNO の
APN 設定を不要とするよ
うに申し入れ等を行うこ
とは可能か。 

・上記質問項目に対する KDDI の
回答は以下のとおりであっ
た。 
 Apple 社に申し入れを行

う立場にはない事柄であ
ると考えるが、独立系
MVNO の要望に応じて、
Apple 社への伝達に対応
する。 

・上記の状況については、引き続
き、移動系通信における市場
動向とともに注視を行う。 

・令和７年度においては、アンケ
ート等で、公正競争上の指摘
はなかった。 
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参考 11 

NTT グループに対する公正競争条件の遵守状況等の確認結果 

（評価方針別表４関係） 

 
令和７年度検証項目 確認結果 

＜①NTT 東西によるネットワ
ークの公平な提供＞ 

NTT 東西は、回線提供を行
う際、NTTドコモ、NTTドコ
モビジネス及び NTT データ
を不当に有利に扱うことが
ないよう、これらとの接続
条件を他の電気通信事業者
と同等としているか。 

 

NTT 持株によれば以下のとおり。令和７年度検証において
は、他事業者等に対して実施したアンケート結果を踏まえて
も、NTT 東西によるネットワークの公平な提供に係る条件に
関して具体的な問題が生じているとは認められない。 

・ NTT東西の回線提供に関し、接続約款による場合は、認可
された当該約款の規定に基づき、全事業者一律の提供条件
としている。 

・ 接続約款によらず電気通信事業者に対し回線提供を行う
契約（卸役務）として、「FTTH卸に係る契約（コラボ光）」、
「光提供エリア外における光回線卸に係る契約（フレキシ
ブルファイバ）」がある。 

・ 「FTTH卸に係る契約（コラボ光）」は、異業種からの新規
参入事業者など、様々な事業者との間で締結しているが、
全ての事業者に対して同一の条件で提供している。その契
約内容については、電気通信事業法第 38条の２第１項の規
定に基づき総務省へ届出を行っている。 

・ 「光提供エリア外における光回線卸に係る契約（フレキ
シブルファイバ）」は、MNO事業者等の一部事業者との間で
締結しているが、設備区間ごとに同一の考え方で料金設定
しており、その他提供条件も含め、全事業者に対して同一
の条件で提供している。 

 
＜②各種取引条件等の公平

性の担保＞ 

 NTT 持株又は NTT 東西と
NTT ドコモ又は NTT データと
の間において行われる取引
を通じて、NTT 持株又は NTT
東西からの補助が行われて
いないか。 

 また、NTT 東西と NTT ドコ
モ、NTTドコモビジネス、NTT
データ又は NTTドコモソリュ
ーションズとの間において
行われる取引条件（局舎等の
使用、工事・保守の受委託等）
について、他の電気通信事業
者と同等となっているか。 
 

NTT 持株によれば以下のとおり。令和７年度検証において
は、他事業者等に対して実施したアンケート結果を踏まえて
も、各種取引条件等の公平性の担保に係る条件に関して具体
的な問題が生じているとは認められない。 

・ NTT東西は NTTドコモ、NTTドコモビジネス、NTTデータ
又は NTT ドコモソリューションズとの間において、主に以
下のような取引を行っている。 

・ 取引のうち、目的達成業務として実施する販売・取次に
関しては、特定の事業者についてのみ優先的又は不利な取
扱いをすることがないよう、同種の販売・取次業務を実施
している商品・サービスについて同一の条件※にて取扱うこ
ととしている。 
 情報通信関連商品の販売・取次に係る取引（目的達成業務） 

料金は、１件あたりの販売手数料単金に、販売・取次数を乗じて

算定する額としており、全事業者に対して同一の対価算定の考え

方を採用している。 

 コラボ光申込要望の取次に係る取引 

料金は、１件あたりの販売手数料単金に、取次数を乗じて算定

する額としており、全事業者に対して同一の対価算定の考え方を

採用している。 

 ※ 『同一の条件』については、収支が相償わない場合や、NTT東西の商品と

競合する場合を除き、他社に対して、委託者が提示する委託料が、当社の

稼働費用を上回る場合においては受託を行うという考え方を全事業者に対
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して一律に採用している。加えて、複数の事業者から同種の商品の販売・

取次業務を受託することとなった場合には、各事業者の商品を公平に取り

扱う為、顧客から提供会社名・商品名を指定しない申込を受けた際には、

受託している商品の中から顧客の要望に合う商品を並列的に説明・提案を

行っている。 

・ 取引のうち、NTT東西が活用業務として実施する他社電気
通信役務の契約媒介は、お客様からの個別要望に応じて提
供するものであることから公表された条件によらないで実
施しているが、お客様ニーズに合ったサービスを NTT 東西
がつど比較・選定することで、電気通信事業者の公平な取
扱いを確保している。 

・ 取引のうち、NTT東西が予め手数料や料率を定めているも
のについては、特定の事業者についてのみ優先的又は不利
な取扱いをすることがないよう、手数料や料率を事業者に
開示し、全事業者に対し同一の対価算定の考え方を採用し
ている。 
 他社商品料金回収代行に係る取引 

料金は、１件当たりの単金に、取り扱い件数を乗じて算定する

額、および請求額に料率等を乗じて算定する額としており、全事

業者に対して同一の対価算定の考え方を採用している。 

 コラボ光利用者向けサポートに係る契約 

料金は、１件あたりの端末設定単金に、設定件数を乗じて算定

する額としており、全事業者に対して同一の対価算定の考え方を

採用している。 

・ 局舎等の使用に係る取引は、接続約款等の規定に基づき、
全事業者一律の提供条件としている。 

・ 上述のとおり、全事業者に対して同一の考え方で対応を
行っており、NTT グループ会社のみ有利に取り扱うような
対応を行っていないことから、NTT 持株または NTT 東西が
取引を通じて補助を行う余地はない。 
 

＜③在籍出向及び役員兼任
の禁止＞ 

 NTT 持株又は NTT 東西と
NTT ドコモ又は NTT データと
の間、NTT 東西と NTT ドコモ
ビジネスとの間で、出向形態
による人事交流は行われて
いないか。 

 NTT 東西と NTT ドコモ又は
NTT ドコモビジネスとの間の
役員兼任が行われていない
か。 
 

平成 27年２月の要請※に従って NTT 持株及び NTT東西から
報告された内容を基に確認したところ、公正競争条件に反す
る在籍出向は行われていない。 

また、NTT 東西と NTT ドコモ又は NTT ドコモビジネスとの
間の役員兼任も行われていない。 

 ※ FTTH アクセスサービス等の卸電気通信役務の提供に関して対応及び報告

すべき事項について（要請）（平成 27年２月 27日総務省総合通信基盤局長） 

＜④独立した営業部門の設
置＞ 

 NTTドコモビジネスは、NTT
東西との間で独立した営業
部門を設置しているか。 

NTT 持株によれば以下のとおり。令和７年度検証において
は、他事業者等に対して実施したアンケート結果を踏まえて
も、独立した営業部門の設置に係る条件に関して具体的な問
題が生じているとは認められない。 

・ NTT東西が、他の事業者の情報通信関連商品の販売・取次
業務を受託するにあたっては、特定の事業者についてのみ
優先的又は不利な取扱いをすることがないよう、同種の販
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 利用者の利便性維持のた
めに NTT 東西が、NTT ドコモ
ビジネスの販売業務を受託
する場合には、その条件は他
の電気通信事業者との間の
ものと同一となっているか。 
 

売・取次業務を実施している商品・サービスについて同一
の条件にて取扱うこととしている。 
 料金は、１件あたりの販売手数料単金に、販売・取次数

を乗じて算定する額としており、全事業者に対して同
一の対価算定の考え方を採用している。 

 

＜⑤顧客情報その他の情報
の公平な提供＞ 

 NTT 東西と NTT ドコモビジ
ネスとの間で提供される顧
客情報その他の情報は、他の
電気通信事業者との間のも
のと同一とされているか。 
 

NTT 持株によれば以下のとおり。令和７年度検証において
は、他事業者等に対して実施したアンケート結果を踏まえて
も、顧客情報その他の情報の公平な提供に係る条件に関して
具体的な問題が生じているとは認められない。 

・ NTT 東西のサービスに係る顧客情報データベースと NTT
コムのサービスに係る顧客情報データベースは平成 11年 7
月１日の再編時点をもって論理的な分離を実施しており、
NTT ドコモビジネスにおいて独自の顧客管理システムが構
築された平成 15 年第３四半期までにシステム共用の解消
を図り、データベースの分離が完了している。 

・ 上述の内容については、「日本電信電話株式会社の再編後
の状況の報告について」（郵電政第 73号〔平成 11年７月１
日〕）に基づき、総務省へ報告している。 

・ なお、NTT東西と接続する電気通信事業者がユーザへ料金
の請求を行う等の目的で、NTT 東西の顧客情報を照会する
場合があるが、当該手続きや条件等については接続約款に
定めており、全ての事業者が公平に顧客情報を照会するこ
とが可能である。 

 
＜⑥共同資材調達の扱い＞ 

 「日本電信電話株式会社、
東日本電信電話株式会社及
び西日本電信電話株式会社
に係る共同調達に関する指
針」（令和２年８月）に基づ
いた措置を実施しているか。 
 

NTT 持株によれば、令和７年度における共同資材調達の扱
いは以下のとおり。 

・ 令和７年度における NTT、NTT 東及び NTT 西(以下、本確
認結果において「旧 NTT」という。)の総調達額に対する共
同調達額の比率及び共同調達案件数は以下のとおり。 

会社名 
共同調達に 

係る額の比率 

共同調達 

案件数※ 

NTT １％ １件 

NTT 東 ３％ ６件 

NTT 西 １％ ９件 

 ※ 対象期間中に旧 NTT の各社が調達した資材について、分離会社(NTT ドコ

モビジネス、NTT ドコモ、NTT データ及び NTT ドコモソリューションズ。以

下同じ。)のいずれか１社以上と共同調達した案件の数。 

 
・ 令和７年度における旧 NTT の各社の共同調達案件は、以
下のとおり。 

会社名 
資材の

区分 

主な資材の

内容 
主な利用用途 

NTT ソフト

ウェア 

オフィスス

イート 

社員の日常業務で

の利用 

NTT 東 ソフト

ウェア 

オフィスス

イート 

社員の日常業務で

の利用 

パブリック

クラウド 

社員の業務管理ツ

ールや設備点検管
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理ツールを構築す

るために利用 

サーバ

系装置 

データベー

スサーバ 

サービス提供する

ための基盤構築に

利用 

端末系

装置 

PC 社員の日常業務で

の利用 

NTT 西 ソフト

ウェア 

オフィスス

イート 

社員の日常業務で

の利用 

パブリック

クラウド 

営業案件管理ツー

ルや販売受付後の

事務処理に用いる

社内自動化ツール

を構築するために

利用 

サーバ

系装置 

データベー

スサーバ 

サービス提供する

ための基盤構築に

利用 

端末系

装置 

PC 社員の日常業務で

の利用 

 
・ 上記を踏まえると、令和７年度における共同調達に関し
て、「日本電信電話株式会社、東日本電信電話株式会社及び
西日本電信電話株式会社に係る共同調達に関する指針」に
照らして、具体的な問題が生じているとは認められない。 
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参考 12 

電柱の保有・貸与状況 

 
 

※１ 一般配送電事業者である電気通信事業者 

※２ 令和７年度末時点で、提供可否について検討中の案件数を指す。 

出所：事業者アンケートを基に総務省作成 

 

 

 

貸与先 保有本数
調査申請

件数
提供可能

件数
提供不可

件数
検討中件数

（※２）
提供可能率

電気通信事業者 自己の関係事業者 88万本 4,511 4,484 16 11 99.64%

(n=25) その他事業者 1,846万本 214,689 210,045 4,143 1,793 98.66%

自己の関係事業者 45万本 342 315 16 11 95.17%

その他事業者 622万本 103,366 99,754 3,268 1,610 98.03%

電力事業者 自己の関係事業者 42万本 4,160 4,160 0 0 100.00%

（※１）　　　　　(n=7) その他事業者 1,226万本 111,308 110,279 872 183 99.24%

その他電気通信 自己の関係事業者 0.1万本 9 9 0 0 100.00%

事業者　 　　(n=16) その他事業者 0.3万本 15 12 3 0 80.00%

1,384万本 1,267万本

19万本 0.4万本

貸与元 貸与本数（延べ）

2,582万本 1,901万本

ＮＴＴ東西 1,180万本 667万本
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参考 13 
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